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第３章 災害応急対策 

 
第１節 応急活動体制 

 
１ 県災害対策本部 

 

(1) 設置基準 
災害対策基本法第23条第1項の規定により、知事が山梨県災害対策本部(以下「県本

部」という。)を設置する基準は、次のいずれかに該当するときとする。 

 

  各災害共通 
相当規模の災害が発生し、又は、発生している恐れがあり、災害応急対策を必要

とするとき                   

ア 風水害等 
 a 県内において洪水災害、土砂災害、豪雪災害等の相当規模の災害が発生し、又は発生して

いる恐れがあるとき 

b 県内に特別警報が発表されたとき 

イ 地震 
a 県内で発生した震度５弱・５強の地震で、相当規模の災害が発生し、又は発生している恐

れがあるとき。 

b 震度６弱以上の地震が県内に発生したとき。 

c 「南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）が発表されたとき。 

ウ 火山噴火 
富士山に噴火警戒レベル４（高齢者等避難）以上が発表されたとき 

エ その他、本部長が必要と認めたとき。 
 

災害対策基本法第２３条（都道府県災害対策本部） 

第23条 都道府県の地域について災害が発生し、又は災害が発生するおそれがある

場合において、防災の推進を図るため必要があると認めるときは、都道府県知事

は、都道府県地域防災計画の定めるところにより、都道府県災害対策本部を設置

することができる。 

2  都道府県災害対策本部の長は、都道府県災害対策本部長とし、都道府県知事を

もつて充てる。 

3  都道府県災害対策本部に、都道府県災害対策副本部長、都道府県災害対策本部

員その他の職員を置き、当該都道府県の職員のうちから、当該都道府県の知事が

任命する。 

4  都道府県災害対策本部は、都道府県地域防災計画の定めるところにより、次に

掲げる事務を行う。 

    一 当該都道府県の地域に係る災害に関する情報を収集すること。 

    二 当該都道府県の地域に係る災害予防及び災害応急対策を的確かつ迅速に実施

するための方針を作成し、並びに当該方針に沿つて災害予防及び災害応急対策

を実施すること。 

    三 当該都道府県の地域に係る災害予防及び災害応急対策に関し、当該都道府県

並びに関係指定地方行政機関、関係地方公共団体、関係指定公共機関及び関係

指定地方公共機関相互間の連絡調整を図ること。 

5   都道府県知事は、都道府県地域防災計画の定めるところにより、都道府県災害対
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策本部に、災害地にあつて当該都道府県災害対策本部の事務の一部を行う組織とし

て、都道府県現地災害対策本部を置くことができる。 

6  都道府県災害対策本部長は、当該都道府県警察又は当該都道府県の教育委員会

に対し当該都道府県の地域に係る災害予防又は災害応急対策を実施するため必要

な限度において、必要な指示をすることができる。 

7  都道府県災害対策本部長は、当該都道府県の地域に係る災害予防又は災害応急対

策を的確かつ迅速に実施するため必要があると認めるときは、関係行政機関の長及

び関係地方行政機関の長、地方公共団体の長その他の執行機関、指定公共機関及び

指定地方公共機関並びにその他の関係者に対し、資料又は情報の提供、意見の表明

その他必要な協力を求めることができる。 

8   前各項に規定するもののほか、都道府県災害対策本部に関し必要な事項は、都

道府県の条例で定める。 

 
　(2) 県災害対策本部の概要
　　ア　組　織　系　統

　イ　県本部の編成

本部長 副本部長 部編成 班編成

知事 各課室等

　ウ　地方連絡本部の編成

本　部　員

出先機関の長等

本　部　長

地域県民センター所長

副知事
主管部長

県警本部長
 各部局長、公営企業管理者
 教育長、感染症対策統轄官、地
域ブランド・ＤＸ統括官、男女共
同参画・共生社会推進統括官
　会計管理者

統括部、各部局、
企業局、教委、
県警本部

山梨県防災会議
（注）災害の状況に応じて、現地災害本部を置くこと
ができる。組織、編成等は、その都度、本部長が定め
る。

現地災害対策本部

東京地方連絡本部
（東京事務所）

山梨県災害対策本部

市町村災害対策本部

本部員

地方連絡本部
（地域県民セン

ター）

   地方連絡本部の活動は、県本部の活動の開始と同時に開始する。 

 

エ 東京地方連絡本部 

東京地方連絡本部は、国会及び関係省庁又は都道府県等との連絡、その他関係事項

の円滑な処理にあたるものとする。本部長は、東京事務所長があたる。 

オ 県本部の設置場所 

県本部は、特別の場合(例えば庁舎被災時)を除き、県庁防災新館4階に設置する。 

なお、県庁防災新館被災時には、被害状況の軽微な最寄りの地方連絡本部に設置す

る。 

カ 所掌事務 

県本部が所掌する事務の主なものは、次のとおりである。 
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① 地震情報、その他災害応急対策に必要な情報の収集及び伝達 

② 災害予防及び災害応急対策を的確かつ迅速に実施するための方針の作成、並びに

当該方針に沿った対策の実施 

  ③ 災害予防及び被災者の救助・救護等の災害応急対策に関し、防災関係機関相互の

連絡調整 

④ 火災発生防止及び水防体制の整備と発災時の消防、水防その他の応急措置の指示 

⑤ 国、自衛隊、その他防災関係機関に対する支援の要請 

⑥ 指定行政機関又は関係地方指定機関に対し、応援を求め、又は災害応急対策の実

施を要請 

⑦ 市町村からの要請による物資等の供給、斡旋及び備蓄物資の放出 

⑧ 災害応急対策の実施又は民心安定上必要な広報 

⑨ 緊急輸送道路の確保及び調整 

⑩ 施設及び設備の応急復旧 

⑪ 犯罪の予防、交通の規制、その他被災地における社会秩序維持の措置 

⑫ 被災者の保護のため、緊急の必要があると認めるときは、運送事業者の指定公共

機関に対し、被災者の運送を要請 

⑬ 前各号のほか、災害発生の防ぎょ又は、拡大防止のための措置 

なお、地方連絡本部の範囲内で対策を実施、又は調整できる事務は、地方連絡本部

において対処する。 

キ 県災害対策本部長の権限 

県災害対策本部長は、県内に係る災害予防又は災害応急対策を的確かつ迅速に実施

するために必要があると認めるときは、災害対策基本法第２３条第７項に基づき、関

係行政機関及び関係機関の長並びにＮＰＯ・ボランティア等及び各種団体の代表者等

に対し、資料又は情報の提供、意見の表明その他必要な協力を求めるものとする。 

(3) 現地災害対策本部の設置 

ア 県本部長は、災害の規模、程度等により必要があると認めるときは現地災害対策

本部(以下「現地県本部」という。)を設置する。 

イ 現地県本部に現地県本部長及び現地県本部員その他の職員を置き、県本部副本部

長、県本部員その他の職員のうちから県本部長が指名する者を持って充てる。 

ウ 現地県本部は、県本部長の特命事項を処理し、地方連絡本部と連携して、現地に

おける防災機関及び応援機関との連絡調整にあたる。 

エ 現地県本部は、必要に応じ、被災地に近いところに設置し県の庁舎、市町村の庁

舎、学校、公民館等公共施設を利用するものとする。この場合、できる限り自衛隊

等協力機関と同じ施設とする。 

(4) 国の現地対策本部との連携 

県本部は、県内に大規模災害が発生し、災害対策基本法第25条に基づく、国の現地

対策本部が設置されたときは、密接な連携を図りつつ適切な災害応急対策の実施に努

める。 

(5) 指定公共機関等との連携 

県の災害対策本部設置時には、応急対策に関わる指定地方行政機関、指定公共機関

等の連絡員を本部に派遣するよう要請する。 

(6) 市町村庁舎被災時等の情報収集 

    災害発生後、市町村の庁舎等が被災したことにより、市町村による被災状況、及び

これに対して執られた措置の概要の報告をできなくなったものと認められた場合、災

害対策基本法第５３条第６項により、県は被災市町村に替わり、次により当該災害に

係る情報を可能な限り収集するよう努める。 

   また、市町村が災害応急対策等により、報告が十分なされないと予想される場合は、

当該市町村からの要請を待たずに市町村災害対策本部等に職員を派遣し、必要な支援     
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を行う。 

   ア 被災地への職員派遣 

     県は災害対策本部において、職員等の支援を必要とする市町村に派遣し、情報の

収集に努める。また、新型コロナウイルス感染症を含む感染症対策のため、応援職

員の派遣に当たっては、派遣職員の健康管理やマスク着用等を徹底するものとする。 

   イ 消防防災ヘリコプター 

     本節３に規定する基準のもと、情報の収集に努める。 

   ウ その他 

     必要に応じて、防災関係機関等に対し情報収集の協力を要請するものとする。 

(7) 県による応急措置の代行 

被災により、市町村がその全部又は大部分の事務を行うことが不可能になった場合

には、県は応急措置を実施するため市町村に与えられた権限のうち、当該市町村に代

って次の事務の全部又は一部を行うものとする。 

① 警戒区域を設定し、災害応急対策に従事する者以外の者に対して当該区域への立

ち入りを制限し、若しくは禁止し、又は当該区域からの退去の命令 

② 他人の土地等を一時使用し、又は土石等を使用し、若しくは収容の実施 

③ 現場の災害を受けた工作物等で応急措置の実施の支障となるものの除去等 

④ 現場にある者を応急措置の業務に従事させる命令 

(8) 県災害警戒本部 

防災局長は、災害対策本部が設置されない場合で、相当規模の災害が発生し、又は

発生するおそれがあり、関係部局相互の緊密な連絡・調整が必要と認められる場合は、

災害警戒本部（以下「警戒本部」という。）を設置するものとする。 

 

 設置基準 

県災害対策本部活動要領により、防災局長が警戒本部を設置する基準は、次のいずれ

かに該当するときとする。 

各災害共通 

未だ災害は発生していないが、状況の推移によっては、相当規模の災害発生の恐れがあると

判断したとき 

ア 風水害等 

a 複数の市町村で、洪水や土砂災害に係る避難指示が発令される等の状況が生じたとき 

b 県内の広範囲な地域にわたり、豪雪が見込まれるとき 

  イ 地震  

a 震度５弱・５強の地震が県内に発生したとき 

b 南海トラフ沿いでＭ７の地震が発生した場合で、県内震度４以下の地震の観測 

c 南海トラフ地震臨時情報（巨大地震注意）が発表されたとき 

ウ 火山噴火 

噴火警戒レベル３（入山規制）が発表されたとき 

エ その他、防災局長が必要と認めたとき 

 

２ 県職員の配備態勢 
県職員の配備態勢は、山梨県災害対策本部活動要領により、別途定める。 

 

(1) 動員の伝達及び配備 

「職員災害対応ハンドブック」に従い、迅速に行動するものとする。 

ア 勤務時間内における動員 

知事は、庁内放送により、職員に動員の伝達を行う。 

各部局長は、所管する出先機関へ伝達する。 
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庁内放送が使用できないときは、直接、各部局長へ動員の伝達を行う。 

イ 勤務時間外における動員 

各所属長は、予め勤務時間外における動員の連絡方法等を定める。 

なお、通信手段等の途絶も考慮し、職員は、配備基準に該当する災害情報を感知

したときは、自己の所属に自主的に参集する。 

参集に３時間以上を要する場合は、自己の所属に安否について連絡し、所属長の指示

に従うこととする。 

ウ その他 

災害対策に関係のある県本部及び地方連絡本部の職員は、休日及び勤務時間外に

災害が発生したとき、又は発生するおそれがあるときは以後の状況の推移に注意し、

必要のあるときは自主的に登庁する。 

(2) 職員の応援 

災害応急対策の実施にあたり、職員が不足するときは、次の方法により部、班等相

互に応援を行う。 

ア 県本部内における応援は、当該部内の班相互の応援は部長に、他の部の応援を必

要とするときは県本部長に要請する。 

イ 地方連絡本部内における応援は、地方連絡本部長から県本部長に要請する。 

ウ 県本部と地方連絡本部相互で応援を必要とする場合は、県本部長に要請する。 

(3) 初動体制職員 

勤務時間外に発生する大規模災害に対処し、迅速かつ円滑な災害対策本部及び地方連絡本部

の運営を行うため、初動体制職員を指名し、初動体制の整備を図ることとする。 

初動体制職員は、次の場合において、直ちに予め指定した災害対策本部等に登庁し、指定さ

れた業務を行う。 

   ア 県内で震度６弱以上の大規模地震が発生したとき 

   イ 富士山において、噴火警戒レベル４が発表されたとき 

   ウ 県内に特別警報が発表されたとき 

エ その他、交通網の途絶により、本庁舎や合同庁舎に多くの職員が速やかに参集で 

きないとき 

初動体制職員の分掌業務等については、別途定めることとする。  

 

３ 消防防災へリコプター 
 

災害の状況に応じてヘリコプターを出動させ被害情報の収集、救出、救助活動を行う

とともに、市町村等からの要請に対応できる体制を整える。また、長野県、新潟県、静

岡県、埼玉県及び群馬県との「消防防災へリコプターの運航不能期間等における相互応

援協定」の締結により、運行不能期間の体制整備を図った。 

 

消防防災へリコプター緊急運航基準 

(1) 基本要件 
消防防災へリコプターの緊急運航は、原則として、次の基本要件を満たす場合に運

航することができる。 

① 公共性 災害等から県民の生命財産を保護し、被害の軽減を図る目的であること。 

② 緊急性 差し迫った必要性があること。(緊急に活動を行わなければ、県民の生命、

財産に重大な支障が生ずる恐れがある場合) 

③ 非代替性 消防防災へリコプター以外に適切な手段がないこと。(既存の資機材、

人員では十分な活動が期待できない、又は活動できない場合) 

(2) 緊急運航基準 
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消防防災へリコプターの緊急運航基準は、次のとおりである。 

①災害応急対策活動 

ア 災害が発生し、又は発生する恐れがある場合で、広範囲にわたる偵察、情報収

集活動を行う必要があると認められる場合(地震の場合は、震度５弱以上で情報収

集に出動) 

イ 災害が発生し、又は発生する恐れがある場合で、緊急に救援物資・人員等を搬

送する必要があると認められる場合 

ウ 災害が発生し、又は発生する恐れがある場合で、災害に関する情報及び避難命

令等の警報、警告等を迅速かつ正確に伝達するため必要があると認められる場合 

エ その他、消防防災へリコプターによる災害応急対策活動が有効と認められる場

合 

②火災防ぎょ活動 

ア 林野火災等において、消防防災へリコプターによる消火が有効であると認めら

れる場合 

イ 交通遠隔地の大規模火災等において、人員、資機材等の搬送手段がない場合、

又は消防防災へリコプターによる搬送が有効と認められる場合 

ウ その他、消防防災へリコプターによる火災防ぎょ活動が有効と認められる場合 

③救助活動 

ア 水難事故及び山岳遭難等における人命救助 

イ 高速自動車道及び自動車専用道路上の事故における人命救助 

ウ その他、消防防災へリコプターによる人命救助の必要がある場合 

④救急活動 

ア 別に定める「山梨県消防防災へリコプターの救急出場基準」に該当する場合 

イ 交通遠隔地において、緊急医療を行うため、医師、機材等を搬送する必要があ

ると認められる場合 

ウ 高度医療機関での処置が必要であり、緊急に転院搬送を行う場合又は搬送時間

の短縮を図る場合で、医師がその必要性を認め、かつ医師が搭乗できる場合 

⑤県外応援活動 

ア 消防防災へリコプターの運航不能期間等における相互応援協定による応援要請

があった場合 

イ 「大規模特殊災害時における広域航空応援実施要綱」及び「緊急消防援助隊の

応援等の要請等に関する要綱」による応援要請があった場合 

 

４ 広域応援体制 

 
(1) 知事の応援要請等 

① 指定行政機関等に対する応援要請 

知事は、県内における災害応急活動を的確かつ円滑に実施するため必要があると

認めるときは、指定行政機関等の長に対し応急措置の実施を要請する。 

(災害対策基本法第70条第3項) 

② 他の都道府県に対する広域応援要請 

知事は、災害応急対策を実施するため必要があると認めたときは、全国知事会に

おいて締結している「災害時の広域応援に関する協定」(平成8年7月18日)及び関東

地方知事会を構成する山梨県、東京都、茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、干葉県、

神奈川県、静岡県及び長野県で締結している「災害時等における相互応援に関する

協定」(平成8年6月13日)等に基づき、他の都道府県に対し必要な応援を要請する。 

(災害対策基本法第74条) 

③ 市町村に対する応援 
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ア 知事は、市町村長等から災害応急対策を実施するための応援を求められたとき

は、県の災害応急対策の実施との調整を図りながら、応援又は災害応急対策を実

施する。この場合、知事は正当な理由がない限り、応援又は災害応急対策の実施

を拒まないものとする。   

   （災害対策基本法第68条） 

イ 知事は、市町村の行う災害応急対策の的確かつ円滑な実施を確保するため、特

に必要があると認めるときは、当該市町村長に対し、災害応急対策の実施を求め、

又は市町村相互間の応援について必要な指示又は調整・要求を行う。 

(災害対策基本法第72条) 

ウ 知事は、市町村長が災害状況及びこれに対して執られた措置の概要を報告出来

ない場合は、県職員を派遣して、必要な情報の収集を行う。 

(災害対策基本法第53条第6項) 

④ 内閣総理大臣に対する広域応援要請 

     知事は、②の規定による他の都道府県知事への広域応援要請、及び③イの規定に

よる市町村相互間の応援の要求等のみによっては、災害応急対策に係る応援が円滑

に実施されないと認めるときに、これらを補完するため、内閣総理大臣に対し、他

の都道府県知事に対して知事又は当該災害発生市町村長の応援を要請するよう求め

るものとする。 

    (災害対策基本法第74条の3第1項)  

   ⑤ 内閣総理大臣からの要請に伴う他の都道府県等に対する応援 

     知事は、内閣総理大臣より災害発生都道府県知事や災害発生市町村長の応援を求

められた場合、必要と認める事項について支援協力に努める。また、知事は、特に

必要があると認められた場合、市町村長に対し、当該災害発生市町村長の応援につ

いて求めるものとする。 

    (災害対策基本法第74条の3第2項及び4項) 

⑥ 受援計画 

    知事は、災害の規模や被災地のニーズに応じて円滑に他の地方公共団体及び防災

関係機関から応援が受けることができるよう、受援計画を作成し、必要な準備を整え

る。また、新型コロナウイルス感染症を含む感染症対策のため、会議室のレイアウト

の工夫やテレビ会議の活用など、応援職員等の執務スペースの適切な空間の確保に配

慮するものとする。 

    (防災基本計画) 

(2) 市町村長の応援要請等 
① 知事に対する応援要請 

市町村長は、当該市町村の地域に係る災害応急対策を実施するため、必要がある

と認めるときは、知事に対し応援を求め又は応急対策の実施を要請する。 

(災害対策基本法第68条) 

② 他の市町村長に対する応援要請 

市町村長は、当該市町村の地域に係る災害応急対策を実施するため、必要がある

と認めるときは県市長会を構成する市で締結している「大規模災害等発生時におけ

る相互応援に関する協定書」や、市町村間で締結している、各種相互応援協定に基

づき、他の市町村に対し応援を要請する。 

    ③ 知事からの要請に伴う他の都道府県の市町村に対する応援 

    市町村長は、知事が内閣総理大臣より他の都道府県の災害発生市町村長の応援を

求められたことにともない、知事から当該災害発生市町村長の応援について求めら

れた場合、必要と認める事項について支援協力に努める。 

   (災害対策基本法第74条の3第4項) 

(3) 職員の派遣 
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    県及び市町村は、職員を派遣する場合、地域や災害の特性等を考慮した職員の選

定に努めるものとする。 

(4) 消防の応援要請 

① 県内の応援体制 

大規模災害時における消防活動については、消防組織法(昭和22年12月23日法律第

226号)第39条の規定に基づき締結された「山梨県常備消防相互応援協定」や市町村

の消防相互応援協定等により相互応援を行う。 

② 緊急消防援助隊による広域応援 

ア 他の都道府県に対する応援と受援 
  消防庁長官より県外への応援出動の求め又は指示があった場合は、「緊急消防援
助隊山梨県大隊応援等実施計画」により行うものとする。 

また、本県で災害が発生し、県内の消防力や既存の消防相互応援協定では対処
できないと判断したときは、消防組織法第44条の規定に基づき、知事は消防庁長
官に対し緊急消防援助隊の出動や広域航空応援等、消防の広域応援を要請する。
この場合、緊急消防援助隊の要請は、「緊急消防援助隊の運用に関する要綱」（平
成16年3月26日消防震第19号消防庁長官）により行うものとし、広域航空応援の要
請は、「大規模特殊災害時における広域航空消防応援実施要綱」(昭和61年5月30日
付け消防救第61号消防庁次長通知)により行うものとする。 

   なお、県外からの緊急消防援助隊の受援体制については、「山梨県緊急消防援助

隊受援計画」によるものとする。 

 

消防庁長官

応援の要請

44条第1項

44条第２項

応援出動の指示
43条 44条第4項

相互応援協定 相互応援協定

災害の発生
した市町村
長

同一都道府県内の
他の市町村長

他の都道府県の
市町村長

応援活動：39条 応援活動：39条

応
援
出
動
等
措
置
要
求

4
4
条
第
3
項

4
4
条
第
5
・
6
項

長
官
に
よ
る
出
動
の
指
示

　大規模災害時において都道府県
知事の要請を待ついとまがない場
合、要請を待たないで応援のため
の措置を求めることができる。
　特に、緊急を要し、広域的に応
援出動の措置を求める必要がある
場合は、自ら市町村長に応援要請
の措置を求めることができる。
　なお、関係都道府県知事に速や
かにその旨を通知する。

広域消防応援体制

　災害の発生した市
町村の属する都道府
県知事 他の都道府県知事

応
援
の
た
め
の
措
置
の
求
め

4
4
条
第
1
項

 

イ 緊急消防援助隊の任務 

緊急消防援助隊は、国内における大規模災害又は特殊災害（当該災害が発生し

た市町村（以下「被災地」という。）の属する都道府県内の消防力をもってしては

これに対処できないものをいう。以下同じ。）の発生に際し、消防庁長官（以下「長

官」という。）の求めに応じ、又は指示に基づき、被災地の消防の応援等を行うこ

とを任務とする。 
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1) 部隊の編成 

部隊の単位及び部隊の長 

         緊急消防援助隊の部隊の単位は、指揮支援部隊、都道府県隊（大隊）、部隊

（中隊）、隊（小隊）とし、各部隊の長は、それぞれ指揮支援部隊長、都道府

県隊長、部隊長（中隊長）、隊長（小隊長）とする。 

2) 指揮支援部隊 

1 指揮支援部隊は、大規模災害又は特殊災害の発生に際し、ヘリコプター等で

緊急に被災地に赴き、災害に関する情報を収集し、長官及び関係のある都道

府県の知事等に伝達するとともに、被災地における緊急消防援助隊に係る指

揮が円滑に行われるように支援活動を行うことを任務とする。 

2 指揮支援部隊は、別表第１に掲げる消防本部の指揮支援隊をもって編成する。

各隊の長は、それぞれ統括指揮支援隊長、指揮支援隊長及び航空指揮支援隊

長とする。 

3 指揮支援部隊長 

・ 指揮支援部隊長は、被災地における緊急消防援助隊の活動に関し、指揮

支援部隊を統括し、当該被災地に係る都道府県災害対策本部長又は消防応

援活動調整本部長を補佐し、及び指揮を受け被災地における緊急消防援助

隊の活動を管理することを任務とする。 

・ 指揮支援部隊長は、統括指揮支援隊長をもってこれに充て、任務を遂行

するため、長官が別に定めるところにより統括指揮支援隊を編成するもの

とする。 

・ 指揮支援部隊長は、陸上（水上を含む。以下同じ。）の活動に関して、そ

の指定する地区の緊急消防援助隊の活動の管理を指揮支援隊の隊長に委任

することができる。 

      ・ 指揮支援部隊長が、被災等によりその任務を遂行できない場合は、別表

第２に定める消防本部に属する指揮支援隊の隊長が指揮支援部隊長の任務

にあたるものとする。 

・ 指揮支援部隊長は、航空の活動に関して、その指定する地区の緊急消防

援助隊の活動の管理を航空指揮支援隊長に委任することができる。 

 

3) 都道府県隊 

1 都道府県隊は、当該都道府県の区域内の市町村（東京都特別区並びに市町村

の消防の一部事務組合及び広域連合を含む。以下同じ。）に設置された都道

府県大隊指揮隊、消火中隊、救助中隊、救急中隊、後方支援中隊、通信支援

中隊、水上中隊、特殊災害中隊及び特殊装備中隊のうち被災地において行う

消防の応援等に必要な中隊をもって編成する。 

2 長官は、都道府県ごとに、消防機関の推薦に基づき、当該都道府県大隊の出

動に関する連絡調整を行う代表消防機関を定めるものとする。 

3 都道府県大隊長 

・ 都道府県大隊長は、都道府県大隊を統括して被災地に赴くとともに、指

揮支援隊長の管理を受け、被災地における当該都道府県大隊の活動を指揮

することを任務とする。 

・ 都道府県大隊長は、２の代表消防機関の職員である都道府県大隊指揮隊

長をもってこれに充て、任務を遂行するため、都道府県大隊指揮隊を編成

するものとする。ただし、当該代表消防機関が被災等により出動できない

場合は、長官が別に定めるところによるものとする。 

ウ 都道府県大隊指揮隊及び中隊の任務 
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      都道府県大隊指揮隊、消火中隊、救助中隊、救急中隊、後方支援中隊、通信支

援中隊、水上中隊、特殊災害中隊及び特殊装備中隊の任務は、次のとおりとする。 

     1) 都道府県大隊指揮隊 主として被災地における都道府県大隊の活動の指揮を

行うこと。 

       2) 消火中隊 主として被災地における消火活動を行うこと。 

      3) 救助中隊 主として被災地における要救助者の検索、救助活動を行うこと。 

      4) 救急中隊 主として被災地における救急活動を行うこと。 

5) 後方支援中隊 主として被災地における緊急消防援助隊の活動に関して必要

な輸送・補給活動等を行うこと。 

      6) 通信支援中隊 主として被災地における緊急消防援助隊の活動に関して通信

の確保等に関する支援活動を行うこと。       

7) 水上中隊 主として被災地における消防艇を用いた消防活動を行うこと。 

8) 特殊災害中隊 主として被災地における特殊な災害に対応するための消防活

動行うこと。 

      9) 特殊装備中隊 主として被災地における特別な装備を用いた消防活動を行う

こと。 

エ 出動計画等 

       1) 出動決定のための措置等 

1 長官は、被災地の属する都道府県の知事その他の関係地方公共団体の長等と

の密接な連携を図り、緊急消防援助隊の出動の必要の有無を判断し、消防組

織法第 44 条の規定に基づき適切な措置をとるものとする。また、南海トラフ

地震、首都直下地震等又はＮＢＣ災害に対し、速やかに同条第５項の規定に

基づき適切な措置をとるものとし、その他の大規模な災害に対しても、災害

の状況、災害対策基本法第 24条第１項に規定する非常災害対策本部又は同法

第 28条の２第１項に規定する緊急災害対策本部の設置状況、応援の必要性等

を考慮し、同様の措置をとるものとする。 

2 緊急消防援助隊が被災地に出動した場合においては、当該緊急消防援助隊

は、消防組織法第 47 条及び第 48 条の規定に基づき、指揮者の指揮の下又は

密接な連携の下に活動するものとする。この場合において、被災地で消防活

動を行う緊急消防援助隊以外の消防機関と密接に連携するものとする。 

3 大規模な地震等が発生した場合においては、長官が別に定めるところに 

より、都道府県及び消防機関は、緊急消防援助隊の出動の準備を行うものと

する。 

2) 基本的な出動計画 

1 第一次出動都道府県隊 

          ・ 大規模災害又は特殊災害が発生した場合に、原則として第一次的に応援

出動する都道府県大隊を第一次出動都道府県大隊とし、災害が発生した都

道府県（以下「災害発生都道府県」という。）ごとの第一次出動都道府県

大隊を別表第３のとおりとする。 

2 出動準備都道府県大隊 

         ・ 第一次出動都道府県大隊のほか、大規模災害又は特殊災害が発生したと

の情報を得た場合に速やかに応援出動の準備を行う都道府県大隊を出動準

備都道府県大隊とし、災害発生都道府県ごとの出動準備都道府県大隊を別

表第４のとおりとする。 

オ 南海トラフ地震等についての出動の考え方 

      南海トラフ地震、首都直下地震その他の大規模地震については、著しい地震災

害が想定され、第一次出動都道府県大隊及び出動準備都道府県大隊だけでは、消

防力が不足すると考えられることから、長官が別に当該地震ごとにアクションプ
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ランを定め、各地域の被害の状況等を踏まえた上で、全国規模での緊急消防援助

隊が出動するものとする。この場合において、関係機関等との連携による迅速な

移動手段の確保を図るものとする。 

カ 応援等指揮活動 

1) 緊急消防援助隊は、被災地において消防組織法第４７条の規定に基づき、指

揮者の指揮の下に（都道府県航空隊については、消防組織法第４８条の規定に

よる。）活動するものとする。 

2) 指揮本部は、現地消防本部に設置し、指揮本部長は指揮者とする。 

3) 緊急消防援助隊は、被災地で活動を行う緊急消防援助隊以外の消防機関と緊

密に連携するものとする。 

4) 指揮支援部隊長は、被災地に係る災害対策本部長又は調整本部長を補佐し、

及び指揮を受け被災地における緊急消防援助隊の活動の管理を行うものとす

る。 

5) 都道府県大隊長は、都道府県大隊を統括して被災地に赴くとともに、指揮支

援隊長の管理を受け、被災地における当該都道府県大隊の活動を管理すること

を任務とする。 

 

 

 

            緊急消防援助隊組織図 
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（指揮支援隊及び指揮支援部隊長）別表第１

災 害 発 生 都 道 府 県 部隊長の所属 指 揮 支 援 隊 の 所 属 す る 消 防 本 部

する消防本部

北海道 札幌市消防局 札幌市消防局、仙台市消防局、東京消防庁、横浜

市消防局、千葉市消防局、新潟市消防局

青森 岩手 宮城 秋田 仙台市消防局 仙台市消防局、札幌市消防局、東京消防庁、横浜、 、 、 、

山形、福島、新潟 市消防局、川崎市消防局 、新潟市消防局

茨城 栃木 群馬 埼玉 東京消防庁 東京消防庁、横浜市消防局、川崎市消防局、千葉、 、 、 、

千葉、東京、神奈川、山 市消防局、さいたま市消防局、名古屋市消防局、

梨、長野、静岡 大阪市消防局、静岡市消防局、浜松市消防本部

岐阜、愛知、三重 名古屋市消防局 名古屋市消防局、京都市消防局、大阪市消防局、

神戸市消防局、東京消防庁、静岡市消防局、浜松

市消防本部

富山 石川 福井 滋賀 京都市消防局 京都市消防局、大阪市消防局、神戸市消防局、名、 、 、 、

京都、奈良 古屋市消防局、東京消防庁 、堺市消防局

大阪、兵庫 、和歌山 大阪市消防局 大阪市消防局、神戸市消防局、京都市消防局、名

古屋市消防局、東京消防庁、堺市消防局

鳥取 島根 岡山 広島 広島市消防局 広島市消防局、北九州市消防局、福岡市消防局、、 、 、 、

山口 徳島 香川 愛媛 大阪市消防局、神戸市消防局、東京消防庁、岡山、 、 、 、

高知 市消防局

福岡 佐賀 長崎 熊本 福岡市消防局 福岡市消防局、北九州市消防局、広島市消防局、、 、 、 、

大分、宮崎、鹿児島、沖 大阪市消防局、神戸市消防局、東京消防庁、岡山

縄 市消防局

（指揮支援部隊長代行）別表第２

災 害 発 生 都 道 府 県 指揮支援部隊長代行の所属する消防本部

北海道 仙台市消防局

青森 岩手 宮城 秋田 山形 福島 札幌市消防局、 、 、 、 、 、

新潟

茨城 栃木 群馬 埼玉 千葉 東京 名古屋市消防局、 、 、 、 、 、

神奈川、山梨、長野、静岡

岐阜、愛知、三重 東京消防庁

富山、石川、福井、滋賀、京都、奈良 大阪市消防局

大阪、兵庫、和歌山 京都市消防局

鳥取 島根 岡山 広島 山口 徳島 福岡市消防局、 、 、 、 、 、

香川、愛媛、高知

福岡 佐賀 長崎 熊本 大分 宮崎 広島市消防局、 、 、 、 、 、

鹿児島、沖縄

 

局 

局 
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（ 第 一 次 出 動 都 道 府 県 隊 ）別 表 第 ３

災 害 発 生 都 道 府 県 第 一 次 出 動 都 道 府 県 隊

北 海 道 青 森 岩 手 宮 城 秋 田

青 森 岩 手 宮 城 秋 田 山 形

岩 手 青 森 宮 城 秋 田 山 形

宮 城 岩 手 秋 田 山 形 福 島

秋 田 青 森 岩 手 宮 城 山 形

山 形 宮 城 秋 田 福 島 新 潟

福 島 宮 城 山 形 栃 木 新 潟

茨 城 福 島 栃 木 埼 玉 千 葉

栃 木 福 島 茨 城 群 馬 埼 玉

群 馬 栃 木 埼 玉 新 潟 長 野

埼 玉 茨 城 群 馬 千 葉 東 京

千 葉 茨 城 埼 玉 東 京 神 奈 川

東 京 埼 玉 千 葉 神 奈 川 山 梨

神 奈 川 千 葉 東 京 山 梨 静 岡

新 潟 山 形 福 島 群 馬 長 野

富 山 新 潟 石 川 長 野 岐 阜

石 川 富 山 福 井 岐 阜 滋 賀

福 井 石 川 岐 阜 滋 賀 京 都

山 梨 東 京 神 奈 川 長 野 静 岡

長 野 群 馬 新 潟 山 梨 岐 阜

岐 阜 富 山 福 井 長 野 愛 知

静 岡 神 奈 川 山 梨 長 野 愛 知

愛 知 岐 阜 静 岡 三 重 滋 賀

三 重 愛 知 滋 賀 奈 良 和 歌 山

滋 賀 福 井 岐 阜 三 重 京 都

京 都 福 井 滋 賀 大 阪 兵 庫

大 阪 京 都 兵 庫 奈 良 和 歌 山

兵 庫 京 都 大 阪 鳥 取 岡 山

奈 良 三 重 京 都 大 阪 和 歌 山

和 歌 山 三 重 京 都 大 阪 奈 良

鳥 取 兵 庫 島 根 岡 山 広 島

島 根 鳥 取 岡 山 広 島 山 口

岡 山 兵 庫 鳥 取 広 島 香 川

広 島 島 根 岡 山 山 口 愛 媛

山 口 島 根 岡 山 広 島 福 岡

徳 島 兵 庫 香 川 愛 媛 高 知

香 川 岡 山 徳 島 愛 媛 高 知

愛 媛 広 島 徳 島 香 川 高 知

高 知 広 島 徳 島 香 川 愛 媛

福 岡 山 口 佐 賀 熊 本 大 分

佐 賀 福 岡 長 崎 熊 本 大 分

長 崎 福 岡 佐 賀 熊 本 大 分

熊 本 福 岡 大 分 宮 崎 鹿 児 島

大 分 福 岡 佐 賀 熊 本 宮 崎

宮 崎 福 岡 熊 本 大 分 鹿 児 島

鹿 児 島 福 岡 熊 本 大 分 宮 崎

沖 縄 福 岡 熊 本 宮 崎 鹿 児 島
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（出動準備都道府県隊）別表第４

出 動 準 備 都 道 府 県 隊災害発生都道府県

北海道 山形 福島 茨城 栃木 群馬 埼玉 千葉 東京 神奈川 新潟 富山 石川

青 森 北海道 福島 茨城 栃木 群馬 埼玉 千葉 東京 神奈川 新潟 富山 石川

岩 手 北海道 福島 茨城 栃木 群馬 埼玉 千葉 東京 神奈川 新潟 富山 山梨

宮 城 北海道 青森 茨城 栃木 群馬 埼玉 千葉 東京 神奈川 新潟 富山 山梨

秋 田 北海道 福島 茨城 栃木 群馬 埼玉 千葉 東京 神奈川 新潟 富山 石川

山 形 北海道 青森 岩手 茨城 栃木 群馬 埼玉 千葉 東京 神奈川 富山 石川

福 島 北海道 青森 岩手 秋田 茨城 群馬 埼玉 千葉 東京 神奈川 富山 長野

茨 城 青森 岩手 宮城 秋田 山形 群馬 東京 神奈川 新潟 山梨 長野 静岡

栃 木 青森 岩手 宮城 秋田 山形 千葉 東京 神奈川 新潟 山梨 長野 静岡

群 馬 岩手 宮城 秋田 山形 福島 茨城 千葉 東京 神奈川 富山 山梨 静岡

埼 玉 岩手 宮城 秋田 山形 福島 栃木 神奈川 新潟 富山 山梨 長野 静岡

千 葉 岩手 宮城 秋田 山形 福島 栃木 群馬 新潟 山梨 長野 静岡 愛知

東 京 宮城 山形 福島 茨城 栃木 群馬 新潟 富山 長野 岐阜 静岡 愛知

神奈川 宮城 山形 福島 茨城 栃木 群馬 埼玉 新潟 長野 岐阜 愛知 滋賀

新 潟 宮城 秋田 茨城 栃木 埼玉 千葉 東京 神奈川 富山 石川 福井 山梨

富 山 群馬 埼玉 東京 神奈川 福井 山梨 愛知 三重 滋賀 京都 大阪 奈良

石 川 新潟 群馬 山梨 長野 静岡 愛知 三重 京都 大阪 奈良 和歌山 鳥取

福 井 新潟 富山 山梨 長野 静岡 愛知 三重 大阪 兵庫 奈良 和歌山 鳥取

山 梨 茨城 栃木 群馬 埼玉 千葉 新潟 富山 石川 福井 岐阜 愛知 三重

長 野 栃木 茨城 埼玉 千葉 東京 神奈川 富山 石川 福井 静岡 愛知 三重

岐 阜 東京 神奈川 石川 山梨 静岡 三重 滋賀 京都 大阪 兵庫 奈良 和歌山

静 岡 栃木 群馬 埼玉 千葉 東京 石川 福井 岐阜 三重 滋賀 京都 大阪

愛 知 東京 神奈川 富山 石川 福井 山梨 長野 京都 大阪 兵庫 奈良 和歌山

三 重 富山 石川 福井 山梨 長野 岐阜 静岡 京都 大阪 兵庫 徳島 香川

滋 賀 富山 石川 山梨 長野 静岡 愛知 大阪 兵庫 奈良 和歌山 鳥取 徳島

京 都 富山 石川 岐阜 静岡 愛知 三重 奈良 和歌山 鳥取 岡山 徳島 香川

大 阪 石川 福井 岐阜 静岡 愛知 三重 滋賀 鳥取 岡山 広島 徳島 香川

兵 庫 石川 福井 岐阜 愛知 三重 滋賀 奈良 和歌山 島根 広島 徳島 香川

奈 良 富山 石川 福井 岐阜 静岡 愛知 滋賀 兵庫 鳥取 岡山 徳島 香川

和歌山 石川 福井 岐阜 静岡 愛知 滋賀 兵庫 鳥取 島根 岡山 徳島 香川

鳥 取 福井 愛知 三重 滋賀 京都 大阪 奈良 和歌山 山口 徳島 香川 愛媛

島 根 愛知 三重 滋賀 京都 大阪 兵庫 奈良 香川 愛媛 高知 福岡 佐賀

岡 山 愛知 三重 滋賀 京都 大阪 奈良 和歌山 島根 山口 徳島 愛媛 福岡

広 島 大阪 兵庫 奈良 鳥取 徳島 香川 高知 福岡 佐賀 長崎 熊本 大分

山 口 兵庫 鳥取 徳島 香川 愛媛 高知 佐賀 長崎 熊本 大分 宮崎 鹿児島

徳 島 滋賀 京都 大阪 奈良 和歌山 鳥取 島根 岡山 広島 山口 福岡 佐賀

香 川 滋賀 京都 大阪 兵庫 奈良 和歌山 鳥取 島根 広島 山口 福岡 佐賀

愛 媛 滋賀 京都 大阪 兵庫 鳥取 島根 岡山 山口 福岡 佐賀 長崎 大分

高 知 滋賀 京都 大阪 兵庫 鳥取 島根 岡山 山口 福岡 佐賀 長崎 大分

福 岡 兵庫 鳥取 島根 岡山 広島 徳島 香川 愛媛 高知 長崎 宮崎 鹿児島

佐 賀 兵庫 鳥取 島根 岡山 広島 山口 徳島 香川 愛媛 高知 宮崎 鹿児島

長 崎 兵庫 鳥取 島根 岡山 広島 山口 徳島 香川 愛媛 高知 宮崎 鹿児島

熊 本 兵庫 島根 岡山 広島 山口 徳島 香川 愛媛 高知 佐賀 長崎 沖縄

大 分 兵庫 島根 岡山 広島 山口 徳島 香川 愛媛 高知 長崎 鹿児島 沖縄

宮 崎 兵庫 島根 岡山 広島 山口 徳島 香川 愛媛 高知 佐賀 長崎 沖縄

鹿児島 兵庫 島根 岡山 広島 山口 徳島 香川 愛媛 高知 佐賀 長崎 沖縄

沖 縄 兵庫 島根 岡山 広島 山口 徳島 香川 愛媛 高知 佐賀 長崎 大分
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   キ 大規模特殊災害時における広域航空消防応援 

大規模特殊災害時における広域航空消防応援は、「大規模特殊災害時における広

域航空応援実施要綱」に基づいて行う。 

1) 対象となる災害 

1 大規模な地震、風水害 

2 山林などにおける大火災、大事故 

3 高層建築物(11階以上又は 31m以上)の火災 

4 航空機事故、列車事故 

2) 応援の種別 

1 調査出動(現地把握、情報収集、指揮支援) 

2 火災出動(消火活動) 

3 救助出動(人命救助) 

4 救急出動(救急搬送) 

5 救援出動(救援物資・資機材・人員の輸送) 

3) 応援部隊の受け入れ態勢の確立 

      応援部隊等の受入を迅速に実施するため、要請側はヘリポートの確保、宿舎

の手配、装備資機材の配付を行う。 

      なお、経費については応援要請側で負担する。 
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４）消防庁及び応援依頼先都道府県消防本部 

 

① 消防庁 

区　分

回線別

電　話

ＦＡＸ

電　話

ＦＡＸ

電　話

ＦＡＸ

ＮＴＴ回線

消防防災無線

地域衛星通信
ネットワーク

夜間(18:15～9:30)・休日等
※消防庁宿直室

通常時(9:30～18:15)
※消防庁応急対策室

 
 
②　応援側都道府県

都道府
県名

昼・夜
連絡・要請
窓口の名称

電話番号
消防防災

無線
消防防災
無線FAX

FAX
航空隊電話番

号及びFAX

昼間8:45-17:30
総務部防災消防課

防災航空隊

夜間17:30-8:45 〃
昼間8:15－17:00 総務部防災消防課
夜間17:00-8:15 防災航空隊

昼間8:30-17:15 総務部総合防災室

夜間17:15-8:30 夜間専用電話

昼間8:30-17:45 総務部危機対策課

夜間17:45-8:30 防災センター

昼間8:30-17:15 総務部総合防災課

夜間17:15-8:30 夜間専用電話

昼間8:30-17:00
総務部危機管理室

消防防災課

夜間17:00-8:30 巡視室

昼間8:30-17:15 防災航空隊

夜間17:15-8:30 警備員室

昼間8:30-17:15
生活環境部消防

防災課

夜間17:15-8:30 〃

昼間8:30-17:15 総務部消防防災課

夜間17:15-8:30 夜間専用電話

昼間8:30-17:15 防災航空隊

夜間17:15-8:30 総務部消防防災課

青森県

北海道

群馬県

栃木県

茨城県

福島県

山形県

秋田県

宮城県

岩手県
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都道府
県名

昼・夜
連絡・要請
窓口の名称

電話番号
消防防災

無線
消防防災
無線FAX

FAX
航空隊電話番号

及びFAX

昼間8:30-17:15 環境防災部消防防災 課

夜間17:15-8:30 防災航空隊

昼間9:00-17:00 総務部消防地震防災課

夜間17:00-9:00 夜間専用電話

昼間9:00-17:15 総合防災部防災管理課

夜間17:15-9:00 夜間防災連絡室

昼間8:30-18:00 防災局災害対策課

夜間18:00-8:30 防災局災害対策課

昼間8:30-17:15
県民生活・環境部危機

管理防災課

夜間17:15-8:30 夜間専用電話

昼間8:30-17:15 経営企画部消防防災課

夜間17:15-8:30 夜間専用電話（守衛室）

昼間8:30-17:15 環境安全部消防防災 課

夜間17:15-8:30 夜間専用電話

昼間8:30-17:15 防災航空隊

夜間17:15-8:30
県民生活部危機対策・

防災課

昼間8:30-17:30 消防防災航空隊

夜間17:30-8:30 宿直室

昼間8:30-17:15
危機管理室危機管理・

消防防災課

夜間17:15-8:30 防災航空隊

昼間8:30-17:15 防災航空隊

夜間17:15-8:30 夜間専用電話

昼間8:30-17:15 防災航空隊

夜間17:15-8:30 防災局災害対策室

昼間9:00-17:30 防災航空隊

夜間17:30-9:00 〃

昼間 防災航空隊

夜間 〃

昼間8:30-17:15
県民文化生活部総合

防災課

夜間17:15-8:30 夜間専用電話
滋賀県

愛知県

三重県

長野県

岐阜県

静岡県

石川県

福井県

山梨県

神奈川県

新潟県

富山県

埼玉県

千葉県

東京都
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都道府
県名

昼・夜
連絡・要請
窓口の名称

電話番号
消防防災

無線
消防防災
無線FAX

FAX
航空隊電話番

号及びFAX

昼間8:30-17:15 総務部消防室

夜間17:15-8:30 夜間専用電話

昼間9:00-18:00 総務部危機管理室

夜間18:00-9:00 防災・危機管理当直室

昼間9:00-18:00
企画管理部防災局

消防課

夜間18:00-9:00 夜間専用電話

昼間8:15-17:30 奈良県防災航空隊

夜間17:30-8:15 夜間専用電話

昼間 和歌山県防災航空 隊

夜間 夜間専用電話

昼間8:30-17:15 防災局消防係

夜間17:15-8:30 〃

昼間
環境生活部消防防災
課防災航空管理所

夜間 〃

昼間8:30-17:15
環境生活部消防

防災課

夜間17:15-8:30 〃

昼間 総務部消防防災課

夜間 夜間専用電話

昼間8:30-17:15
総務部消防防災課

消防係

夜間17:15-8:30 夜間専用電話

昼間8:30-17:15 防災航空隊

夜間17:15-8:30 夜間専用電話

昼間8:30－17:15
総務部危機管理グ

ループ

夜間17:15-8:30 夜間専用電話

昼間8:30-17:15
県民環境部消防防災

安全課

夜間17:15-8:30 夜間専用電話

昼間8:30-17:15
危機管理担当理事所

管消防防災課

夜間17:15-8:30 夜間専用電話

昼間8:30-17:45 総務部消防防災課

夜間17:45-8:30 夜間専用電話

昼間 統括本部

夜間 夜間専用電話

昼間
総務部危機管理・消防

防災課

夜間 夜間専用電話

愛媛県

高知県

福岡県

佐賀県

長崎県

島根県

広島県

岡山県

山口県

徳島県

香川県

京都府

大阪府

兵庫県

奈良県

和歌山県

鳥取県
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都道府
県名

昼・夜
連絡・要請
窓□の名称

電話番号
消防防災

無線
消防防災
無線FAX

FAX
航空隊電話番

号及びFAX

昼間 総務部防災消防課

夜間 夜間専用電話

昼間 生活環境部防災消防課

夜間 夜間専用電話

昼間 総務部危機管理局

夜間 夜間専用電話

昼間 総務部消防防災課

夜間 夜間専用電話

昼間 文化環境部防災消防課

夜間 夜間専用電話

熊本県

大分県

沖縄県

宮崎県

鹿児島県

③応援側市町村の消防本部

消防本部名 連絡・要請窓口 電話番号一 ファクシミリ番号 航空隊電話番号 航空隊ファクシミリ番号

札幌市消防局 指令課

仙台市消防局 指令課

千葉市消防局 指令課

東京消防局 総合指令室

横浜市安全管理局 指令課

川崎市消防局 指令課

静岡市消防局 指令課

浜松市消防局 情報指令課

名古屋市消防局 情報指令課

京都市消防局 指令課

大阪市消防局 司令課

神戸市消防局 司令課

岡山市消防局 情報指令課

広島市消防局 警防課

福岡市消防局 災害救急指令ｾﾝﾀｰ

北九州市消防局 指令課

  
5) 手続き 

応急対策室へ連絡 知事は消防長からの要請により、消防庁応急対策室に、広域航

空消防応援の要請を行う。 

消防本部へ応援要請する 

旨の連絡 

知事は消防長からの連絡により、広域航空消防応援(ヘリコプ

ター)要請連絡表を消防庁、都道府県及び応援側消防本部へ送

付(ＦＡＸ)する。 

 6) ヘリコプター飛行場外離着陸場 

   本計画資料編ヘリコプター場外離着陸場一覧表参照 

 

(4) 職員の派遣要請等 
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ア 職員の派遣要請 

知事は、災害応急対策又は災害復旧のため必要があるときは指定行政機関の長又

は指定地方行政機関の長に対し、当該機関の職員の派遣を要請する。 

市町村長は、災害応急機関又は災害復旧のため必要があるときは指定地方行政機

関の長に対し、当該機関の職員の派遣を要請する。 

イ 職員の派遣斡旋 

知事又は市町村長は、災害応急対策又は災害復旧のため必要があるときは内閣総

理大臣又は知事に対し、指定行政機関、指定地方行政機関又は他の地方公共団体の

職員の派遣の斡旋を求める。 

 

５ 広域避難 

〇市町村は、災害が発生する恐れがある場合において、災害の予測規模、避難者数等に

かんがみ、当該市町村の区域外への広域的な避難、指定避難所及び指定緊急避難場所

の提供が必要であると判断した場合は、県内の他の市町村への受入れについては当該

市町村に直接協議し、他の都道府県の市町村への受入れについては県に対し当該他の

都道府県との協議を求めるほか、事態に照らし緊急を要すると認めるときは、県知事

に報告した上で、自ら他の都道府県内の市町村に協議することができる。 

○県は、市町村から協議要求があった場合、他の都道府県と協議を行うものとする。 

〇国〔内閣府及び消防庁。政府本部が設置された場合は同本部〕は、都道府県から求め

があった場合には、受入先の候補となる地方公共団体及び当該地方公共団体における

避難者の受入能力（施設数、施設概要等）等、広域避難について助言を行うものとす

る。また、都道府県は、市町村から求めがあった場合には、同様の助言を行うものと

する。 

○市町村は、指定避難所及び指定緊急避難場所を指定する際に併せて広域避難の用にも

供することについても定めるなど、他の市町村からの避難者を受け入れることができ

る施設等をあらかじめ決定しておくよう努めるものとする。 

〇国、地方公共団体、運送事業者等は、あらかじめ策定した具体的なオペレーションを

定めた計画に基づき、関係者間で適切な役割分担を行った上で、広域避難を実施する

よう努めるものとする。 

〇政府本部、指定行政機関、公共機関、地方公共団体及び事業者は、避難者のニーズを

十分把握するとともに、相互に連絡をとりあい、放送事業者を含めた関係者間で連携

を行うことで、避難者等に役立つ的確な情報を提供できるように努めるものとする。 

○国及び地方公共団体は，大規模広域災害時に円滑な広域避難が可能となるよう，関係

機関と連携して，実践型の防災訓練を実施するよう努めるものとする。 

 

６ 広域一時滞在 

(1)  実施・受け入れ体制の整備等 

      災害発生に伴い、市町村や県の区域を越えた被災住民の避難に対する県及び市町村

の対応は、本章第１１節１「避難対策 (6)市町村・県の区域を越えた避難者の受け入

れ」によるものとし、このために必要な市町村長及び知事が行う協議等の手続きは次

によるものとする。 

      なお、市町村長は被災住民について、他の市町村に避難させ、一時的な滞在を図ろ

うとする場合に備え、他の地方公共団体との広域一時滞在に係る応援協定の締結及び

本章第１１節１「避難対策 (3)市町村の避難計画」に規定する避難計画において、被

災住民の移送方法等について検討を行うなど、必要な措置が速やかに実施できるよう

努めるとともに、県内外の他市町村から被災住民の受け入れを求められた場合に備え、

提供しようとする公共施設の選定、また、自己の管理下にない施設を提供しようとす

る場合は、あらかじめ当該施設を管理する者の同意を得るなど必要な体制の整備に努
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める。 

(2)  県内広域一時滞在 

 ① 協議元市町村長の対応 

     ア 協議の実施 

災害発生により、被災住民について、県内の他の市町村における一時的な滞在（県

内広域一時滞在）の必要があると認める市町村長（協議元市町村長）は、県内の他

の市町村長（協議先市町村長）に被災住民の受け入れについて、協議を行うことが

できる。 

なお、適当な協議の相手方を見つけられない場合等は、知事に助言を求めるもの

とする。 

(災害対策基本法第86条の8第1項及び第86条の12第1項) 

イ 知事への報告 

アの協議をしようとするときは、協議元市町村長は、あらかじめ知事に報告する。

ただし、あらかじめ報告することが困難なときは協議開始後、速やかに、報告す 

るものとする。 

(災害対策基本法第86条の8第2項) 

ウ 協議内容の公示及び通知等 

協議先市町村長より受け入れ決定の通知を受けたときは、その内容を公示し、及

び被災住民への支援に関係する機関等に通知するとともに知事に報告する。 

(災害対策基本法第86条の8第6項) 

エ 県内広域一時滞在の終了 

協議元市町村長は、広域一時滞在の必要がなくなったと認めるときは、速やかに、

その旨を協議先市町村長に通知する。併せてその内容を公示し、及び被災住民への

支援に関係する機関等に通知するとともに知事に報告する。 

(災害対策基本法第86条の8第7項) 

    ② 協議先市町村長の対応 

     ア 協議の実施 

      協議元市町村長又は知事より、①ア又は(5)①の規定に伴い協議を受けた市町村長

（協議先市町村長）は、被災住民を受入れないことについて正当な理由がある場合

を除き、公共施設等を提供し、被災住民を受け入れるものとする。 

なお、協議先市町村長は必要に応じて、知事に助言を求めるものとする。 

(災害対策基本法第86条の8第3項及び第86条の12第1項） 

イ 受け入れ決定の通知等 

協議先市町村長は、受け入れの決定をしたときは、速やかに、協議元市町村長に

通知するとともに、直ちに被災住民への支援に関係する機関等に通知する。 

(災害対策基本法第86条の8第4項及び第5項) 

ウ 県内広域一時滞在の終了 

協議先市町村長は、協議元市町村長より県内広域一時滞在の必要がなくなった旨

の通知を受けたときは、速やかに、その旨を被災住民への支援に関係する機関等に

通知する。 

(災害対策基本法第86条の8第8項)  

③ 知事の助言 

    知事は、市町村長より求められたときは、広域一時滞在に関する事項について助言

を行う。 

(災害対策基本法第86条の12第1項)  

(3)  県外広域一時滞在 

① 協議元市町村長及び知事の対応 

ア 知事に対する協議及び要求等 



- 81 - 

 

災害発生により、被災住民について、県外の他の市町村における一時的な滞在（県

外広域一時滞在）の必要があると認める市町村長（協議元市町村長）は、知事に対

し協議を行い、知事が県外の当該市町村を含む都道府県知事（協議先知事）に対し、

被災住民の受け入れについて協議することを求めることができる。 

(災害対策基本法第86条の9第1項)  

イ 知事による当該他の都道府県知事との協議 

    協議元市町村長よりアの要求があったときは、知事は、協議先知事との協議を行

う。 

    また、知事は、必要に応じて内閣総理大臣に助言を求めるものとする。 

(災害対策基本法第86条の9第2項及び第86条の12第2項) 

ウ 内閣総理大臣への報告 

イの協議をしようとするときは、知事は、あらかじめ内閣総理大臣に報告する。

ただし、あらかじめ報告することが困難なときは協議開始後、速やかに、報告す 

るものとする。 

(災害対策基本法第86条の9第3項) 

エ 受け入れ決定の通知等 

協議先知事より受入れ決定の通知を受けたときは、速やかに災害発生市町村長に

通知するとともに内閣総理大臣に報告する。 

(災害対策基本法第86条の9第9項) 

オ 協議内容の公示及び通知 

協議元市町村長は、知事より受け入れ決定の通知を受けたときは、速やかに、そ

の内容を公示し、被災住民への支援に関係する機関等に通知する。 

(災害対策基本法第86条の9第10項) 

カ 県外広域一時滞在の終了 

協議元市町村長は、県外広域一時滞在の必要がなくなったと認めるときは、速や

かに、その旨を知事に報告し、及び公示するとともに被災住民への支援に関係する

機関等に通知する。 

また、知事は、前段の報告を受けたときは、速やかに、協議先知事に通知し、内

閣総理大臣に報告する。 

(災害対策基本法第86条の9第11項及び12項) 

(4)  県外市町村からの避難住民の受け入れ 

 ① 知事の対応 

     ア 知事と市町村長の協議 

      知事は、他の都道府県知事（協議元知事）から被災住民の受け入れについて協議

を受けたときは、関係市町村長と協議を行う。 

(災害対策基本法第86条の9第4項)  

イ 協議元知事への通知 

      知事は、協議を受けた市町村から受け入れの決定の報告を受けたときは、速やか

に、協議元知事に通知する。 

(災害対策基本法第86条の9第8項)    

     ウ 広域一時滞在の終了 

      知事は、協議元知事より広域一時滞在の必要が無くなった旨の通知を受けた際は、

速やかに、協議先市町村長に通知する。 

      (災害対策基本法第86条の9第13項) 

   ② 知事から協議を受けた市町村長の対応 

    ア 被災住民の受け入れ 

協議を受けた市町村長（協議先市町村長）は、被災住民を受け入れないことにつ

いて正当な理由がある場合を除き、公共施設等を提供し、被災住民を受け入れるも
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のとする。 

(災害対策基本法第86条の9第5項)   

    イ 受け入れ決定の通知等 

協議先市町村長は、被災住民を受け入れる施設を決定した際は、直ちに施設を管

理する者及び被災住民への支援に関係する機関等に通知するとともに、知事に報告

する。 

(災害対策基本法第86条の9第6項及び7項) 

ウ 広域一時滞在の終了 

     協議先市町村長は、知事より広域一時滞在の必要が無くなった旨の通知を受けた

際は、速やかに、被災住民への支援に関係する機関等に通知する。 

(災害対策基本法第86条の9第14項) 

(5)  知事による協議等の代行及び特例 

   ① 広域一時滞在(県内)の協議等の代行 

知事は、災害の発生により市町村が必要な事務を行えなくなった場合、被災住民に

ついて広域一時滞在の必要があると認めるときは、(2)①に準じ、当該市町村長の実施

すべき措置を代わって実施する。 

    なお、当該市町村が必要な事務を行えるものと認めるときは、速やかに事務を当該

市町村長に引き継ぎを行う。 

また、上記の事務の代行を開始、終了したときは、知事はその旨を公示するととも

に、代行を終了したときは代行した事務の措置について、当該市町村長に通知する。 

    (災害対策基本法第86条の10第1項、2項及び第86条の11並びに同法施行令第36条の2) 

   ② 県外広域一時滞在の協議等の特例 

知事は、災害の発生により市町村が必要な事務を行えなくなった場合、被災住民に

ついて県外広域一時滞在の必要があると認めるときは、当該市町村長より(3)①アの要

求がない場合にあっても、(3)①イに準じ、協議先知事との協議を実施する。 

協議先知事から受け入れ決定の通知を受けた際は、その内容を公示し、及び被災住

民への支援に関係する機関等に通知するとともに内閣総理大臣に報告する。 

知事は、県外広域一時滞在の必要がなくなったと認めるときは、速やかにその旨を

協議先知事、被災住民への支援に関係する機関等に通知し、公示するとともに内閣総

理大臣に報告する。 

(災害対策基本法第86条の11) 

 

７ 自衛隊災害派遣要請の概要 

(1) 派遣形態 

ア 要請による災害派遣 

（自衛隊法第 83 条第２項）（自衛隊の災害派遣に関する訓令第１１条） 

(ｱ) 防衛大臣又はその指定する者（訓令第３条に定める者。「大臣の定める者」と

は、「駐屯地司令の職にある部隊等の長」、本県においては「東部方面特科連隊長」。）

は、災害に際して災害派遣の要請があり、要請の内容及び自ら収集した情報に基

づいて部隊等の派遣の有無を判断し、やむを得ないと認める場合には部隊等を救

援のため派遣する。 

(ｲ) 指定部隊の長（本県においては「東部方面特科連隊長」）は、災害に際し被害

がまさに発生しようとしている場合において（注１）、災害派遣の要請を受け、事情

やむを得ないと認めたときは、部隊等を派遣することができる。 

    【注１：災害派遣の要請は、現実に災害が発生し被害が出ている場合、及び災

害による被害は未だ発生していないが、まさに発生しようとしている場

合の両面で行うことができる。後者を「自衛隊の災害派遣に関する訓令」

第１２条では「予防派遣」として規定している。】 
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イ 自主派遣（自衛隊法第８３条第２項ただし書き） 

天災地変その他の災害に際し、その事態に照らし特に緊急を要し、知事等からの

要請を待ついとまがないと認められる時は、要請を待たないで部隊等を派遣する。 

(ｱ) 近傍災害派遣（自衛隊法第８３条第３項） 

庁舎、営舎その他の防衛省の施設、又はこれらの近傍に火災その他の災害が発

生した場合は、部隊等の長（駐屯地司令である必要はない。）は部隊等を派遣する。 

 

《災害派遣の形態のフロー》 

 
 

(2) 派遣基準 

三

要

件 

公共性 
公共の秩序を維持するため、人命・財産を社会的に保護しなければならな

い必要性があること。 

緊急性 災害の状況から、直ちに対処しなければならない状況であること 

非代替性 
他の機関では対処不能か、能力が十分でなく自衛隊で対処する必要性があ

ること。 

 

(3) 災害派遣の範囲 

   災害派遣の範囲は、人命・財産を保護する応急救護及び応急復旧までを範囲とする

のが一般的である。 

  また、災害派遣の撤収（終了）段階においては前項の３要件消失の程度、土木工事

への転換の可否及び民間業者の圧迫の可能性等を考慮するとともに、「予定された作業

の完了」、「民心の安定」、「復興機運の確立」等、努めて明確な派遣目的の達成の段階

において要請権者との調整を実施することとされている。 

(4) 災害派遣要請権者等 

ア 災害派遣を要請することができる者 

（要請による災害派遣：自衛隊法第８３条第１項、自衛隊法施行令第１０５条） 

(ｱ) 都道府県知事 

(ｲ) 海上保安庁長官 

(ｳ) 管区海上保安本部長 

(ｴ) 空港事務所長 

イ 都道府県知事に災害派遣要請を依頼することができる者 

市町村長（注２） 

 【注２：市町村長に関しては、都道府県知事に対し災害派遣要請を要求できない

場合には、知事に要求できない旨及び当該市町村の地域に係わる災害の状況を

防衛大臣又はその指定する者（本県においては前述の「東部方面特科連隊長」）

に通知することができる。 

災害が発生 

予防派遣 

人命又は財産に被害が 

発生している。 

人命又は財産に被害が 

まさに発生しようとしている。 

災害派遣 

知事からの要請あり 知事からの要請を待つ 

いとまがない。 

予防派遣 
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この場合において、通知を受けた防衛大臣又はその指定する者（「東部方面特

科連隊長）は、その事態に照らし特に緊急を要し、要請を待ついとまがないと

認められるときは、人命又は財産の保護のため、要請を待たないで部隊等を派

遣できることが規定されている。（災害対策基本法第６８条の２第２項）】 

(5) 自衛隊の初動派遣部隊の待機態勢（参考） 

   阪神・淡路大震災以降、自衛隊では初動派遣部隊態勢をとっており連隊規模で１コ

中隊が初動派遣部隊として指定されている。地震発生の場合は震度「５」以上におい

て出動態勢をとり派遣される場合がある。また、東部方面区を担任する東部方面航空

隊（立川）は、中型ヘリコプター×２機を偵察等のため課業時間中は３０分待機、そ

れ以外の場合は１時間待機させている。 

(6) 第１師団・東部方面特科連隊及び自衛隊山梨地方協力本部の災害派遣に関する任務

（参考） 

ア 第１師団 

東京都練馬駐屯地に司令部を置き、東京都・神奈川県・埼玉県・静岡県・山梨県・

千葉県・茨城県の、７つの都県の防衛・警備および災害派遣を担任。また、大規模

地震災害への災害派遣に即応するため、各自治体などが主催する防災訓練および国

民保護法に伴う訓練などへの参加等、地域社会と一体となった防衛基盤の充実・発

展に寄与。 

イ 東部方面特科連隊 

本県の防衛・警備及び災害派遣を直接担任する。また、駐屯地司令たる東部方面

特科連隊長は本県の防災会議に参画し、災害対応活動の対策決定に対し助言すると

ともに、災害派遣に関する広報、情報収集及び公共機関との連絡調整を実施する。 

ウ 自衛隊山梨地方協力本部 

東部方面特科連隊連絡幹部が到着するまでの間、災害派遣に関する広報、情報収

集及び公共機関との連絡調整を実施し、東部方面特科連隊長に協力する。また、東

部方面特科連隊長以外の部隊が派遣される場合には、当該部隊の連絡幹部等が到着

し円滑な活動が開始されるまでの間、当該部隊長に協力する。 

(7) 自衛隊の指揮体制等（参考） 

ア 自衛隊の指揮機関や連絡調整要員は、県災害対策本部の他、県の現地災害対策本

部及び活動先の地域県民センターにも配置される。指揮の一元化を図るために、付

図１に示すようにそれぞれ単位の異なる指揮機関及び調整要員はひとつの指揮系統

の中に位置づけられる。 

イ 東部方面特科連隊の編成 

付図２のとおり 

(8) 部隊等の活動内容 

内   容 詳        細 

被害状況の把握 

（情報収集） 

車両・航空機等、状況に適した手段による情報収集 

広範囲：ヘリコプター映像伝送（東部方面航空隊） 

詳 細：偵察隊、情報中隊の有するオートバイ 

避 難 の 援 助  避難者の誘導・輸送等 

被災者の捜索・救助  行方不明者等の捜索及び負傷者の救助 

水 防 活 動  堤防・護岸等の決壊に際し、土嚢の作成・運搬・輸送・設置等 

消 防 活 動 

 利用可能な消防車（駐屯地に１台）及びその他の防水用具を利

用した消防機関への協力及び山林火災等における航空機（注３）（中

型・大型）による空中消火（不燃材等は通常関係機関が提供） 

【注３：消防防災航空隊がバケット（910Ｌ）×２、防災安全セ

ンターが水のう（700Ｌ）×４、東部方面特科連隊（県分を保管）
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がバンビバケット（5,000L）×２保有、バンビバケット（680L）

×３を保有】 

道路や水路の 

障害物の除去 
 道路もしくは水路が破損又は障害物がある場合の啓開・除去 

応急医療・救護 

及び防疫 

 被災者に対する応急医療及び感染症対策（薬剤等は通常関係機

関が提供） 

 参考例：阪神・淡路大震災、東日本大震災時における避難所へ

の巡回診療 

通 信 支 援  災害派遣部隊の通信連絡に支障をきたさない範囲で実施 

人員及び物資の 

緊急輸送 

 被災者等の怪我人、及び救急患者等の患者空輸及びトラック又

は航空機を利用した物資輸送 

炊飯及び給水  炊飯及び給水の支援 

物資の無償貸与 

又は譲与 

 「防衛省所管に属する物品の無償貸与及び譲与に関する省令」

に基づき、災害による被害者で応急救助を要するものに対し特に

必要な救じゅつ品（消耗品に限る。） 

危険物の保安 

又は除去 

 能力上可能なものについて火薬類、爆発物及び不発弾等の危険

物の保安処置及び除去 

そ の 他  その他、臨機の必要に対し、自衛隊の能力で対応可能なもの 

 

(9) 自衛隊が派遣された場合の必要スペース 

  ア 県庁等内の必要スペース 

 前方指揮所が設置された場合 前方指揮所が設置さ

れなかった場合 特科隊指揮所の場合 中隊指揮所の場合 

人 員 約２０名 約１０名 ２名（連絡幹部） 

装 備 

小型車両×６ 

中型車両×２ 

車両・携帯無線機 

小型車両×２ 

中型車両×１ 

車両・携帯無線機 

小型車両×１ 

必

要

地

積 

屋

外 

駐車用地積 

１０台分を確保 ３台分を確保 １台分を確保 

屋

内 

活動のための必要面積 

(10mx10m)を 2～3部屋 (10mx10m)を 1～2部屋 災害対策本部室内 

※ 県庁内において活動するための必需品 

電話機、コピー機、プリンター、事務用品、災害用優先携帯電話（衛星携帯）及び

県庁ＬＡＮ端末（ＰＣ） 

  イ 派遣部隊が集結（野営）するための必要地積 

派遣部隊 必 要 な 地 積 備   考 

１コ中隊 ２，５００㎡ ５０ｍ×５０ｍ  駐車場、天幕展張

及び炊事所等を含

む。 

１コ連隊（隊） ２０，０００㎡ １００ｍ×２００ｍ 

１コ師（旅）団 １６０，０００㎡ ４００ｍ×４００ｍ 

要支援内容 トイレ等の供与が必要 

※ 集結地（野営地）は指揮・命令及び実行の確認等のため、やむを得ない場合を除き

１コ中隊が同一地に集結できる地積を選定することが望ましい。 

ウ ヘリコプターの離着陸のための必要スペース 

種    類 必要な地積 安全確保に必要な地積 備     考 

小型ヘリ※１ ３０ｍ×３０ｍ １００ｍ×１００ｍ  離発着に必要な地

積で、駐機地積は別

とする。 
中型ヘリ※２ ４０ｍ×４０ｍ １００ｍ×１００ｍ 

大型ヘリ※３ １００ｍ×１００ｍ ３００ｍ×３００ｍ 
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※１：ＯＨ－６及びＯＨ－１で航空偵察又は指揮・連絡等に使用する小型ヘリをいう。 

※２：ＵＨ－１Ｊで※１の使用目的の他、人員・物資を輸送に使用する中型のヘリを

いう。 

  ※３：人員・物資を輸送するための大型ヘリをいう。 

 

(10) 経費負担区分の参考例 

 内   容 県 自 衛 隊 

１ 災害派遣部隊が救援

活動を実施するため必

要な資機材（自衛隊の装

備に係わるものを除く）

等の購入費及び修繕費 

○救援活動に使用した資

材・機材・燃料費 

○救援活動に使用した資機

材のリース料（フォークリ

フト及び電源等） 

○救援活動に使用したため

破損した資機材の修繕費 

○無償貸し付けの物品の返

納等にかかる費用 

○風呂・炊事等の機材維持

及び撤収後の清掃用具 

○救援活動に使用予定で購

入又は借用したが使用しな

かった物品と、その取得に

かかる費用 

○救援活動をしている部隊

の隊員の給食費 

○自衛隊の業務（活動計画・

報告）にかかる費用 

（レンタルＰＣ、文具、プリ

ンター及び道路地図等） 

○自衛隊車両の冬用タイヤ 

２ 

 

 災害派遣部隊の宿営

に必要な土地・建物等の

使用又は借り上げ料 

○借り上げ、貸与された施

設のトイレ及びシャワーの

使用料、電気、水道の使用

料 

○銭湯等の利用料 

○宿営部隊が使用するため

に設置した仮設トイレ 

３  災害派遣部隊の救援

活動に伴う光熱水道費

及び電話料 

○救援活動に使用した電

気・水道・燃料費 

○救援活動に必要な電話料 

○救援活動の部隊の隊員に

かかる燃料費（炊事用） 

○指揮システムの設置に係

わる費用、インターネットの

使用料 

４  災害派遣部隊の救援

活動中に発生した損害

に対する補償費（自衛隊

装備に係わるものを除

く。） 

○土地の使用に係わる費用 

○自衛隊とともに活動する

ボランティアや業者がケガ

をした場合の補償費 

○救援活動をしている部隊

の隊員の災害補償費 

○自衛隊装備車両等の修繕

費 

５  災害派遣部隊の輸送

のための民間輸送機関

に係わる運搬費 

○民政支援のための物資運

搬のために民間の輸送会社

を使用した際の費用 

○救援活動に使用するため

県の要求量を超えて使用し

た借用した物品の輸送会社

による運搬費（借用・返納時

とも） 

６    災害派遣部隊の食料

費・被服維持費・医療

費・車両等の燃料・修理

費 

 ○派遣部隊の給食及び洗濯

用備品（洗濯機・乾燥機等）

並びに医療費・燃料費・修理

費 

７  

 

 写真用消耗品費  ○行動記録及び部隊行動に

必要な写真の消耗品費 
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８   損害賠償費 ○自治体等が管理する地域

内で管理が十分でなかった

ために生じた物品破損事故

の賠償費 

○賠償金の他、自衛隊が活動

中に物品を壊した場合の補

償費 

 

(11) その他（災害派遣部隊に付与される権限） 

ア 人の生命・身体等に対する危害防止措置 

  ○警告・避難等の措置（警察官職務執行法、以下「警職法」という。） 

  ○警戒区域を設定し、立入りの制限・禁止、退去を命ずる等の処置（災害対策基本

法、以下「災対法」という。） 

イ 危害防止、損害拡大防止、被災者救出のための措置 

○土地・建物等への立入（警職法） 

  ウ 緊急通行車両の円滑な通行を確保するための処置 

   ○妨害車両の移動等の措置（災対法） 

  エ 消防、水防及び救助等災害発生の防ぎょ又は災害の拡大防止のために必要な措置 

   ○他人の土地、その他工作物を一時使用し、又は土石、竹木その他の物件を使用・

収容する措置（災対法） 

   ○市町村長の職権を行うことができる者がその場にいない場合に限り、現場におる

災害を受けた工作物、物件で応急措置の実施の支障となるものの除去、その他必

要な措置（災対法） 

   ○住民又は現場にいる者を応急措置の業務に従事させる措置（災対法） 

(12) 災害派遣の要請手続き（自衛隊法施行令第１０６条） 

 ア 要請者：知事 

 イ 要請先 

(ｱ) 受理者：東部方面特科連隊長 

(ｲ) 連絡先 

〒401-0511 山梨県南都留郡忍野村忍草３０９３ 

 陸上自衛隊北富士駐屯地 

TEL：  

FAX： 

夜間：  

防災行政無線  （衛星系） 

        （地上系） 

  ウ 内 容 

(ｱ) 災害の状況及び派遣を要請する事由 

(ｲ) 派遣を希望する期間 

(ｳ) 派遣を希望する区域及び活動内容 

(ｴ) その他参考となるべき事項 

  エ 要 領 

    文書をもって要請する。ただし、事態が急迫して文書によることができない場合

は、口頭又は電信若しくは電話によることができる。この場合においても、じ後速

やかに文書を提出する。 

 (13) 災害派遣部隊の撤収要請 

    知事は、災害派遣部隊の撤収要請を行うときは、民心の安定、民生の復興に支障

がないよう当該市町村長及び派遣部隊長と協議する。 
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災害派遣要請文書様式 

（一般災害派遣要請） 

第    号 

  年  月  日 

 陸上自衛隊第１師団 

  東部方面特科連隊長 殿 

                        山梨県災害対策本部長 

                        山梨県知事 ○ ○ ○ ○  

 

自衛隊の災害派遣要請 

 

 自衛隊法第８３条第１項により、自衛隊の災害派遣を下記により要請します。 

 

記 

 

１ 災害の状況及び派遣要請をする事由 

(1) 災害の状況（特に災害派遣を必要とする区域の状況） 

(2) 派遣を要請する事由 

２ 災害派遣を希望する期間 

 (1) 期間が明らかな場合：    年  月  日 から     年  月  日 

 (2) 期間が不明確な場合：    年  月  日から必要とする期間 

３ 災害派遣を希望する人員及び装備の概要 

(1) 人 員 

(2) 装備の概要（特に船舶、航空機等特殊装備を必要とするとき） 

４ 災害派遣を希望する区域及び活動内容 

(1) 派遣を希望する区域 

(2) 活動内容 

５ 災害派遣要請日時 

      年  月  日    時   分 

６ 担当部課名等 

  山梨県防災危機管理課   担当者 ○ ○ ○ ○        

  TEL：０５５（２２３）１４３２  

防災無線：（衛星系）２００－２５１１、（地上系）＊９－２００－２５１１ 

７ その他参考となるべき事項 
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自衛隊災害派遣要請依頼文書様式 

第    号 

  年  月  日 

 山 梨 県 知 事  殿 

                         

                    ○○市（町・村）長 ○ ○ ○ ○  

 

自衛隊の災害派遣要請について（依頼） 

 

 災害対策基本法第６８条の２の規定により、次のとおり自衛隊の災害派遣を依頼します。 

派遣要請依頼者  

担当部課等名 

      部      課       係 

担当者名 

電話：          防災無線： 

派遣要請依頼日時    年   月   日   時   分 

災害の状況及び派遣依頼事由 

 

 

 

 

 

派遣を希望する期間 
    年   月   日から   年   月   日 

    年   月   日から必要とする期間 

派遣を希望する区域 
       町      村    地内 

 施設等名称 

現地連絡員     部    課  係、担当者名 ○○○○ 

派遣を希望する活動の内容 

 

 

 

 

その他必要事項 

 

 

山梨県防災危機管理課 TEL：０５５（２２３）１４３２ FAX：０５５（２２３）１４２９  

防災無線：（衛星系）２００－２５１１ 
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自衛隊災害派遣撤収依頼文書様式 

 

第    号 

年   月   日 

 

 山 梨 県 知 事   殿 

                         

                    ○○市（町・村）長 ○ ○ ○ ○  

 

自衛隊の災害派遣部隊の撤収について（依頼） 

 

    年  月  日付け第   号で依頼したこのことについて、下記のとおり派遣

部隊の撤収要請を依頼します。 

 

記 

 

１ 撤収日時      年    月   日    時    分 

 

２ 撤収理由 

 

 

 

３ その他必要事項 
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付図１ 

 

  自衛隊の指揮体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

自衛隊機 

県警機 

防災機 

対策本部 
 

自衛隊連絡幹部 

担任部隊 担任部隊 担任部隊 

市町村災害

対策本部 

被災現場 被災現場 被災現場 

 
山梨県災害対策本部 

防災関係機関調整会議 

○陸・海・空自衛隊 

 

○緊急消防援助隊 

 

○広域緊急援助隊 

 

自衛隊調整所 

 

航空運用調整所 

 

連絡幹部 連絡幹部 連絡幹部 

市町村災害

対策本部 

市町村災害

対策本部 

特科隊指揮所 
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被害情報 被害情報 

被害情報 
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付図２ 

 

東部方面特科連隊の編成（災害派遣時） 
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８ 広域応援体制に必要となる防災活動拠点 

(1) 災害救助要員の集結・派遣場所となる防災活動拠点の設定 

災害発生時において、応援部隊の受入、物資の集積、振分、運搬の拠点となる場所

を設定する。 

災害救助要員の集結・派遣場所となる防災活動拠点一覧表 

 

 
 

 

 

 

 
 

 
 

 

 

 
※警察、自衛隊、消防、国土交通省の使用が無い場合には、県災害対策本部で調整のうえ、

ライフライン機関の活動拠点としても使用する。 
 

(2) 防災活動拠点の防災機能強化 

災害救助要員の集結・派遣場所となる防災活動拠点について、災害時の利用形態を

想定し、必要に応じ防災機能の強化を図る。 

 

№ 拠点施設名 所在地 管理者 使途

1 小瀬スポーツ公園 甲府市 県 警察、自衛隊、消防、国土交通省

2 富士北麓公園 富士吉田市 県 警察、自衛隊、消防

3 櫛形総合公園 南アルプス市 市 自衛隊、消防

4 富士川クラフトパーク 身延町 県 警察、自衛隊、消防

5 山梨県立防災安全センター中央市 県 自衛隊、消防

6 緑が丘スポーツ公園 甲府市 県・市 自衛隊、消防

7 笛吹川フルーツ公園 山梨市 県 警察、自衛隊、消防

8 曽根丘陵公園 甲府市 県 自衛隊、消防

9 桂川ウェルネスパーク 大月市 県 警察、自衛隊、消防

10 韮崎中央公園 韮崎市 市 警察、自衛隊、消防
11 アイメッセ山梨 甲府市 県 物流事業者等
12 道の駅富士川 富士川町 国・市 警察、自衛隊、消防、国土交通省
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第２節 災害関係情報等の受伝達 
 

１ 防災気象情報の受理、伝達 

 
(1) 甲府地方気象台が発表する防災気象情報 

 

ア 予報・特別警報・警報・注意報等の種類 

警戒レベルを用いた防災情報の提供 

警戒レベルとは、災害発生のおそれの高まりに応じて「居住者等がとるべき行動」

を５段階に分け、「居住者等がとるべき行動」と「当該行動を居住者等に促す情報」

とを関連付けるものである。 

 「居住者等がとるべき行動」、「行動を居住者等に促す情報」及び「行動をとる

際の判断に参考となる情報（警戒レベル相当情報）」をそれぞれ警戒レベルに対応

させることで、出された情報からとるべき行動を直感的に理解できるよう、災害の

切迫度に応じて、５段階の警戒レベルにより提供する。 

  なお、居住者等には「自らの命は自らが守る」という意識を持ち、避難指示等が

発令された場合はもちろんのこと、発令される前であっても行政等が出す防災情報

に十分留意し、災害が発生する前に自らの判断で自発的に避難することが望まれる。 

（ア）特別警報・警報・注意報 

大雨や強風等の気象現象によって、災害が起こるおそれのあるときには「注意

報」が、重大な災害が起こるおそれのあるときには「警報」が、重大な災害が起

こるおそれが著しく大きい場合には「特別警報」が、現象の危険度と雨量、風速、

潮位等の予想値を時間帯ごとに明示して、市町村ごとに発表される。また、土砂

災害や低地の浸水、中小河川の増水･氾濫、竜巻等による激しい突風、落雷等につ

いては、実際に危険度が高まっている場所が「危険度分布」等で発表される。な

お、大雨や洪水等の警報等が発表された場合のテレビやラジオによる放送等では、

重要な内容を簡潔かつ効果的に伝えられるよう、これまでどおり市町村等をまと

めた地域の名称を用いる場合がある。 

 

特別警報・警報・注意報の種類と概要 

特別警報・警報・注

意報の種類 
概  要 

特 別

警報 

大雨特別警

報 

大雨が特に異常であるため重大な災害が発生するおそれが著しく大きいと

きに発表される。大雨特別警報には、大雨特別警報（土砂災害）、大雨特別

警報（浸水害）、大雨特別警報（土砂災害、浸水害）のように、特に警戒す

べき事項が明記される。災害がすでに発生している状況であり、命を守る

ための最善の行動をとる必要があることを示す警戒レベル５に相当。 

大雪特別警

報 

大雪が特に異常であるため重大な災害が発生するおそれが著しく大きいと

きに発表される。 

暴風特別警

報 

暴風が特に異常であるため重大な災害が発生するおそれが著しく大きいと

きに発表される。 
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暴風雪特別

警報 

雪を伴う暴風が特に異常であるため重大な災害が発生するおそれが著しく

大きいときに発表される。「暴風による重大な災害」に加えて「雪を伴うこ

とによる視程障害等による重大な災害」のおそれについても警戒を呼びか

ける。 

警報 

大雨警報 

大雨による重大な災害が発生するおそれがあると予想されたときに発表さ

れる。大雨警報には、大雨警報（土砂災害）、大雨警報（浸水害）、大雨警

報（土砂災害、浸水害）のように、特に警戒すべき事項が明記される。高

齢者等の避難が必要とされる警戒レベル３に相当。 

洪水警報 

河川の上流域での降雨や融雪等により河川が増水し、重大な災害が発生す

るおそれがあると予想されたときに発表される。対象となる重大な災害と

して、河川の増水や氾濫、堤防の損傷や決壊による重大な災害があげられ

る。高齢者等の避難が必要とされる警戒レベル３に相当。 

大雪警報 
大雪により重大な災害が発生するおそれがあると予想されたときに発表さ

れる。  

暴風警報 
暴風により重大な災害が発生するおそれがあると予想されたときに発表さ

れる。  

暴風雪警報 

雪を伴う暴風により重大な災害が発生するおそれがあると予想されたとき

に発表される。「暴風による重大な災害」に加えて「雪を伴うことによる視

程障害等による重大な災害」のおそれについても警戒を呼びかける。 

注 意

報 

大雨注意報 

大雨による災害が発生するおそれがあると予想されたときに発表される。

避難に備えハザードマップ等により災害リスク等を再確認するなど、自ら

の避難行動の確認が必要とされる警戒レベル２である。 

洪水注意報 

河川の上流域での降雨や融雪等により河川が増水し、災害が発生するおそ

れがあると予想されたときに発表される。避難に備えハザードマップ等に

より災害リスク等を再確認するなど、自らの避難行動の確認が必要とされ

る警戒レベル２である。 

大雪注意報 大雪により災害が発生するおそれがあると予想されたときに発表される。  

強風注意報 強風により災害が発生するおそれがあると予想されたときに発表される。  

風雪注意報 

雪を伴う強風により災害が発生するおそれがあると予想されたときに発表

される。「強風による災害」に加えて「雪を伴うことによる視程障害等によ

る災害」のおそれについても注意を呼びかける。 

濃霧注意報 
濃い霧により災害が発生するおそれがあると予想されたときに発表され

る。  

雷注意報 

落雷により災害が発生するおそれがあると予想されたときに発表される。

また、発達した雷雲の下で発生することの多い竜巻等の突風や「ひょう」

による災害についての注意喚起が付加されることもある。急な強い雨への

注意についても雷注意報で呼びかけられる。  

乾燥注意報 

空気の乾燥により災害が発生するおそれがあると予想されたときに発表さ

れる。具体的には、火災の危険が大きい気象条件を予想した場合に発表さ

れる。  

なだれ注意

報 

「なだれ」により災害が発生するおそれがあると予想されたときに発表さ

れる。  

着氷注意報 

著しい着氷により災害が発生するおそれがあると予想されたときに発表さ

れる。具体的には、通信線や送電線、船体等への被害が起こるおそれのあ

るときに発表される。  
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着雪注意報 

著しい着雪により災害が発生するおそれがあると予想されたときに発表さ

れる。具体的には、通信線や送電線、船体等への被害が起こるおそれのあ

るときに発表される。  

融雪注意報 

融雪により災害が発生するおそれがあると予想されたときに発表される。

具体的には、浸水、土砂災害等の災害が発生するおそれがあるときに発表

される。  

霜注意報 

霜により災害が発生するおそれがあると予想されたときに発表される。具

体的には、早霜や晩霜により農作物への被害が起こるおそれのあるときに

発表される。 

低温注意報 

低温により災害が発生するおそれがあると予想されたときに発表される。

具体的には、低温のために農作物等に著しい被害が発生したり、冬季の水

道管凍結や破裂による著しい被害の起こるおそれがあるときに発表され

る。 

※ 地面現象及び浸水警報・注意報は、その警報及び注意報事項を気象警報及び気象注意

報に含めて行われる。 

  地面現象の特別警報は、大雨特別警報に含めて「大雨特別警報（土砂災害）」として発

表される。 

（イ）警報・注意報の切替・解除 

警報・注意報はその種類にかかわらず解除されるまで継続される。また、新た

な警報・注意報が発表されるときは、これまで継続中の警報・注意報は自動的に

解除または更新されて新たな警報・注意報に切り替えられる。 

（ウ）キキクル（大雨警報・洪水警報の危険度分布） 

種  類 概  要 

土砂キキクル（大雨警報（土

砂災害）の危険度分布） 

大雨による土砂災害発生の危険度の高まりの予測を、地図上で 1km

四方の領域ごとに 5 段階に色分けして示す情報。2 時間先までの雨

量分布及び土壌雨量指数の予測を用いて常時 10分ごとに更新して

おり、大雨警報（土砂災害）や土砂災害警戒情報等が発表された

ときに、どこで危険度が高まるかを面的に確認することができる。 

・「災害切迫」（黒）：命の危険があり直ちに安全確保が必要とされ

る警戒レベル５に相当。  

・「危険」（紫）：危険な場所からの避難が必要とされる警戒レベル

４に相当。        

・「警戒」（赤）：高齢者等は危険な場所からの避難が必要とされる

警戒レベル３に相当。  

・「注意」（黄）：ハザードマップによる災害リスクの再確認等、避

難に備え自らの避難行動の確認が必要とされる警戒レベル２に相

当。 

浸水キキクル（大雨警報（浸

水害）の危険度分布） 

短時間強雨による浸水害発生の危険度の高まりの予測を、地図上

で 1km 四方の領域ごとに 5 段階に色分けして示す情報。1 時間先ま

での表面雨量指数の予測を用いて常時 10 分ごとに更新しており、

大雨警報（浸水害）等が発表されたときに、どこで危険度が高ま

るかを面的に確認することができる。 

・「災害切迫」（黒）：命の危険があり直ちに安全確保が必要とされ

る警戒レベル５に相当。 

洪水キキクル（洪水警報の危

険度分布） 

洪水予報の発表対象ではない中小河川（水位周知河川及びその他

河川）の洪水害発生の危険度の高まりの予測を、地図上で河川流

路を概ね 1km ごとに 5 段階に色分けして示す情報。3 時間先までの

流域雨量指数の予測を用いて常時 10 分ごとに更新しており、洪水

警報等が発表されたときに、危険度が高まっている場所を面的に
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確認することができる。 

・「災害切迫」（黒）：命の危険があり直ちに安全確保が必要とされ

る警戒レベル５に相当。  

・「危険」（紫）：危険な場所からの避難が必要とされる警戒レベル

４に相当。  

・「警戒」（赤）：高齢者等は危険な場所からの避難が必要とされる

警戒レベル３に相当。  

・「注意」（黄）：ハザードマップによる災害リスクの再確認等、避

難に備え自らの避難行動の確認が必要とされる警戒レベル２に相

当。 

流域雨量指数の予測値 洪水予報の発表対象ではない中小河川（水位周知河川及びその他

河川）の、上流域での降雨による、下流の対象地点の洪水危険度

の高まりの予測を、洪水警報等の基準への到達状況に応じて危険

度を色分けした時系列で示す情報。６ 時間先までの雨量分布の予

測（降水短時間予報等）を用いて常時 10 分ごとに更新している。 

 

（エ）早期注意情報（警報級の可能性） 

５日先までの警報級の現象の可能性が［高］、［中］の２段階で発表される。当

日から翌日にかけては時間帯を区切って、天気予報の対象地域と同じ発表単位

（中・西部、東部・富士五湖）ごとで、２日先から５日先にかけては日単位で、

週間天気予報の対象地域と同じ発表単位（山梨県）で発表される。大雨に関して、

明日までの期間に[高]又は[中]が予想されている場合は、災害への心構えを高める

必要があることを示す警戒レベル１である。 

（オ）全般気象情報、関東甲信地方気象情報、山梨県気象情報 

気象の予報等について、特別警報・警報・注意報に先立って注意を喚起する場

合や、特別警報・警報・注意報が発表された後の経過や予想、防災上の注意を解

説する場合等に発表される。 

雨を要因とする特別警報が発表されたときには、その後速やかに、その内容を

補足するため「記録的な大雨に関する山梨県気象情報」、「記録的な大雨に関する

関東甲信地方気象情報」、「記録的な大雨に関する全般気象情報」という表題の気

象情報が発表される。 

大雨による災害発生の危険度が急激に高まっている中で、線状の降水帯により

非常に激しい雨が同じ場所で実際に降り続いている状況を「線状降水帯」という

言葉を用いて解説する情報。警戒レベル４相当以上の状況で発表される。 

（カ）土砂災害警戒情報 

大雨警報（土砂災害）発表後、命に危険を及ぼす土砂災害がいつ発生してもお

かしくない状況となったときに、市町村長の避難指示の発令判断や住民の自主避

難の判断を支援するよう、対象となる市町村を特定して警戒を呼びかける情報で、

山梨県と甲府地方気象台から共同で発表される。市町村内で危険度が高まってい

る詳細な領域は土砂キキクル（大雨警報（土砂災害）の危険度分布）で、実際に

確認することができる。避難が必要とされる警戒レベル４に相当。 

（キ）記録的短時間大雨情報 

山梨県内で大雨警報発表中に数年に一度程度しか発生しないような猛烈な雨

（１時間降水量、山梨県では 100 ㎜）が観測(地上の雨量計による観測)又は解析(気

象レーダーと地上の雨量計を組み合わせた分析)され、かつ、「危険度分布」の「危

険」（紫）が出現している場合に、気象庁から発表される。この情報が発表された

ときは、土砂災害及び、低地の浸水や中小河川の増水・氾濫による災害発生につ
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ながるような猛烈な雨が降っている状況であり、実際に災害発生の危険度が高ま

っている場所を「危険度分布」で確認する必要がある。 

（ク）竜巻注意情報 

積乱雲の下で発生する竜巻、ダウンバースト等による激しい突風に対して注意

を呼びかける情報で、雷注意報が発表されている状況下において竜巻等の激しい

突風の発生しやすい気象状況になっているときに、一次細分区域単位（中・西部、

東部・富士五湖）で発表される。なお、実際に危険度が高まっている場所につい

ては竜巻発生確度ナウキャストで確認することができる。 

 また、竜巻の目撃情報が得られた場合には、目撃情報があった地域を示し、

その周辺で更なる竜巻等の激しい突風が発生するおそれが非常に高まっている旨

を付加した情報が一次細分区域単位で発表される。 

 この情報の有効期間は、発表から概ね 1 時間である。 

（ケ）火災気象通報 

消防法第 22 条の規定により、気象の状況が火災の予防上危険と認められるとき

に甲府地方気象台が山梨県知事に対して通報し、山梨県を通じて市町村に伝達さ

れる。 

 通報の実施基準は、乾燥注意報および強風注意報の基準を用いる。 

（コ）洪水予報 

河川の増水や氾濫等に対する水防活動の判断や住民の避難行動の参考となるよ

うに、気象庁は国土交通省または山梨県と共同して、あらかじめ指定した河川に

ついて、区間を決めて水位又は流量を示した洪水の予報を行っており下表の表題

により発表される。警戒レベル２～５に相当する。 

 

洪水予報の種類、課題と概要 

種 類 標 題 概 要 

洪水警報 

氾濫発生情報 

氾濫が発生したとき、氾濫が継続しているときに発表される。 

新たに氾濫が及ぶ区域の住民の避難誘導や救援活動等が必要とな

る。災害がすでに発生している状況であり、命を守るための最善の

行動をとる必要があることを示す警戒レベル５に相当。 

氾濫危険情報 

氾濫危険水位に到達したとき、氾濫危険水位以上の状態が継続して

いるときに発表される。 

いつ氾濫が発生してもおかしくない状況、避難等の氾濫発生に対す

る対応を求める段階であり、避難指示の発令の判断の参考とする。

避難が必要とされる警戒レベル４に相当。 

氾濫警戒情報 

氾濫危険水位に到達すると見込まれるとき、避難判断水位に到達し

更に水位の上昇が見込まれるとき、氾濫危険情報を発表中に氾濫危

険水位を下回ったとき（避難判断水位を下回った場合を除く）、避

難判断水位を超える状況が継続しているとき（水位の上昇の可能性

がなくなった場合を除く）に発表される。高齢者等避難の発令の判

断の参考とする。高齢者等は危険な場所からの避難が必要とされる

警戒レベル３に相当。 

洪水注意報 氾濫注意情報 

氾濫注意水位に到達し更に水位の上昇が見込まれるとき、氾濫注意

水位以上でかつ避難判断水位未満の状態が継続しているとき、避難

判断水位に達したが水位の上昇が見込まれないときに発表される。 

避難に備えハザードマップ等により災害リスク等を再確認するな

ど、自らの避難行動の確認が必要とされる警戒レベル２である。 
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イ 甲府地方気象台の伝達経路 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域における防災気象情報の利用を促進し、気象災害による被害の防止・軽減により一層

貢献するため、インターネットを活用したシステムにより県市町村や防災関係機関等に提供

している補助伝達手段である。 

 

ウ ＮＴＴの扱う警報の伝達 

    扱う警報の種類：気象警報、洪水警報 

 

甲府地方気象台
ＮＴＴ東日本
又はNTT西日本

全市町村
 

   

エ 県の伝達 
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凡　例
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村

）

治水課 各 建 設 事 務 所

防災関係出先機関

各 消 防 本 部

庁 内 各 課

防災危機管理
課

山梨県警察本部
警備第二課

水防無線
その他

防災行政無線

各 警 察 署 交 番 ・ 駐 在 所

 
 

(2) 山梨県県土整備部砂防課と甲府地方気象台とが共同で発表する土砂災害警戒情報   

ア 土砂災害警戒情報の発表対象地域 

  土砂災害警戒情報は、その目的及び現在の技術的水準等の諸制約から、市町村を

最小単位とし、昭和町を除く市町村を対象とする。 

イ 土砂災害警戒情報の発表及び解除の基準 

    発表基準  

    発表基準は、大雨警報（土砂災害）発表中において、実況雨量及び気象庁が作成

する降雨予報で監視を行い、監視基準（土砂災害発生危険基準線）に 2時間先ま

でに達すると予想されたときに、市町村単位で土砂災害警戒情報を発表する。                                                 

解除基準                                                        

  解除基準は、監視基準について、その基準を下回り、かつ短時間で再び発表基準

を超過しないと予想される場合とする。ただし、大規模な土砂災害が発生した場

合等には、県と気象台が協議のうえ基準を下回っても解除しない場合もあり得る

が、降雨の実況、土壌の水の含み具合、および土砂災害の発生状況等に基づいて

総合的な判断を適切に行い、解除する。 

ウ 伝達経路 

  土砂災害警戒情報の伝達は、「第２節、１防災気象情報の受理、伝達 （１） イ 

甲府地方気象台の伝達経路」による。 

(3) 国土交通省と気象庁とが共同して発表する洪水予報（富士川（釜無川を含む）及び 

笛吹川洪水予報） 

  ア 洪水予報の発表 

    洪水予報は、甲府河川国道事務所と甲府地方気象台及び静岡地方気象台が共同発

表する。 

イ 洪水予報実施区間 

富士川（釜無川を含む）  韮崎市の武田橋から海まで 

笛吹川          山梨市の岩手橋から富士川合流点まで 

ウ 洪水予報の種類 

洪水注意報：氾濫注意情報 

    洪水警報：氾濫警戒情報、氾濫危険情報、氾濫発生情報 

エ 伝達経路 

甲府河川国道事務所と甲府地方気象台及び静岡地方気象台から関係機関への伝達

は、「第４節、6 国土交通省と気象庁とが共同して行う洪水予報とその措置 (5)洪水

予報伝達系統」による。 

(4) 県と気象庁とが共同して発表する洪水予報(富士川水系荒川洪水予報及び塩川洪水予 

報) 



- 101 - 

 

  ア 洪水予報の発表 

    荒川洪水予報は、山梨県中北建設事務所と甲府地方気象台が、塩川洪水予報は、

山梨県中北建設事務所峡北支所と甲府地方気象台が共同発表する。 

  イ 洪水予報発表区間 

     荒川   甲府市飯田の長松寺橋から笛吹川合流点まで 

     塩川   須玉川合流点から塩川橋まで 

   ウ 洪水予報の種類 

    洪水注意報：氾濫注意情報 

     洪水警報：氾濫警戒情報、氾濫危険情報、氾濫発生情報 

   エ 伝達経路 

荒川洪水予報については山梨県中北建設事務所から、塩川洪水予報については山梨

県中北建設事務所峡北支所から関係市町村へ伝達。甲府地方気象台から関係機関へ

の伝達は、「第４節、７県と気象庁が共同して行う洪水予報 （５）洪水予報の伝

達経路及び手段」による。 

(5) 国土交通省及び県の機関が発表する警報(水防警報) 

ア 水防警報の種類及び伝達系統 

国土交通省及び県の機関が発表する水防警報の種類及び伝達系統は、「第４節、８  

国土交通省が行う水防警報」、「第４節、９ 山梨県が行う水防警報」による。 

(6) 市町村長の発令する火災警報 

空気が乾燥し、かつ強風で火災の危険が予想されるとき、市町村長が発令する。 

 

２ 異常現象発見時の通報、伝達 
(1) 異常現象発見時の通報、伝達 

・ 災害が発生するおそれがある異常な現象を発見した者は、具体的な情報を速やか

に市町村長又は警察官に通報する。通報を受けた市町村長又は警察官は、できるだ

けその現象を確認し事態把握に努めるとともに関係機関に伝達する。 

・ 地震等により火災が同時多発し、あるいは多くの死傷者が発生し、消防機関等に

通報が殺到したときには、市町村長はその状況を直ちに県及び消防庁に対して報告

するものとする。 

(2) 通報を要する異常現象 

ア 気象関係 

強い突風、竜巻、強い降雹、激しい雷雨、土石流、堤防の水漏れ、地割れ等 

イ 地震関係 

頻発地震、地割れ、山崩れ、断層などの地変現象、地鳴りなどの付随現象等 

ウ 火山関係 

※詳細は火山編第１章第５節２を参照 

 

(3) 伝達系統 

甲
府
地
方
気
象
台

発見者

警察署

県の出先
機関

県警察
本部

防災危機管理課

警察官

市町村

 
 

３ 被害情報の収集伝達 
(1) 被害情報の収集伝達 
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・ 総合防災情報システムにより被害情報を収集伝達するとともに地理空間情報（地

理空間情報活用推進基本法（平成１９年法律第６３号）第２条第１項に規定する地

理空間情報）及びＳＩＰ４Ｄ（基盤的防災情報流通ネットワーク：Shared Information 

Platform for Disaster Management）の活用に努める。 

・ 被害情報の収集伝達は、状況に応じて防災行政無線、電話、FAX 、インターネッ

ト等の通信手段を活用する。 

・ 各通信手段の利用方法については、平常時より使用方法について習得しておく。 

(2) 非常無線等の活用 

・  ＮＴＴ回線途絶のときには、非常通信協議会の設備等を活用する。       

(本章第 3 節参照) 

(3) 被害規模の早期把握のための活動 

ア 県などが行う情報収集 

・ 県は、災害発生直後において、概括的被害情報、ライフライン被害の範囲、医療

機関へ来ている負傷者の状況等、被害の規模を推定するための関連情報の収集にあ

たる。 

・ 国又は県は、土石流や地すべりなどによる重大な土砂災害が急迫した場合、「土

砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律」に基づく緊急調

査を実施し、被害の想定される区域や時期などの土砂災害緊急情報について、市町

村長、関係機関等に周知する。 

イ 消防防災へリコプターによる情報収集 

県は、状況に応じて消防防災へリコプターを出動させ、上空からの映像情報等に

より、被害情報の収集を行う。 

(4) 被害情報の収集・連絡 

・ 市町村は、人的被害の状況、建築物の被害状況及び火災、土砂被害の発生状況等の

情報を県の出先機関、消防機関、警察署等と協力し、収集するとともに、被害規模

に関する概括的情報を含め、把握できた範囲から直ちに県に報告するものとする。 

ただし、消防組織法第４０条に基づく「火災・災害等即報要領」（資料編Ｉ「被

害情報収集・伝達マニュアル」参照）の直接即報基準に該当する火災・災害等が発

生した場合及び通信の途絶等により県に報告が不可能なときには、市町村は、直接

消防庁に対し報告をするものとする。 

 なお、消防庁長官から要請があった場合は、第一報後の報告についても、引き続

き消防庁に対して行うものとする。 

  ・ 市町村等は、早期に被害規模を把握するため、必要に応じて、ドローン等を活用

した被災住家等の特定や、住民基本台帳等を活用した安否不明者に係る名簿の作成

等を、県 と密接に連携しながら適切に行うものとする。 

・ 県は、救助活動を迅速かつ円滑に行うために必要と認めるときは、市町村等と連

携の上、安否不明者の氏名等を公表し、その安否情報の収集・精査を行うことによ

り、迅速な要救助者の特定に努めるものとする。 

  ・ 消防機関は、１１９番通報が殺到した場合には、その情報を直ちに県及び消防庁 

に報告するものとする。 

  ・ 市町村は、消防機関へ通報が殺到する情報を覚知したとき、その状況を直ちに電 

話により県へ報告するものとする。 

・ 県は、消防組織法第４０条に基づく「火災・災害等即報要領」（資料編Ｉ「被害 

情報収集・伝達マニュアル」参照）により、市町村からの報告を入手後速やかに消 

防庁へ報告するとともに、必要に応じ関係省庁に連絡する。市町村からの報告を待 

たずして情報を入手した場合についても同様とする。 

    また、県警察は、被害に関する情報を把握し、これを警察庁に連絡するものとす 

る。 
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・ 報告ルートは、資料編Ｉ「被害情報収集・伝達マニュアル」参照 

区　分

回線別

電　話

ＦＡＸ

電　話

ＦＡＸ

電　話

ＦＡＸ

ＮＴＴ回線

消防防災無線

地域衛星通信
ネットワーク

夜間(18:15～9:30)・休日等
※消防庁宿直室

通常時(9:30～18:15)
※消防庁応急対策室

 
(5) 応急対策活動情報の連絡 

・ 市町村は、県に応急対策の活動状況、対策本部設置状況等を連絡し、応援の必要性

の有無等を連絡するものとする。 

また、県は、自ら実施する応急対策の活動状況等を市町村に連絡する。 

・ 県及び公共機関は、指定行政機関を通じ、国の非常災害対策本部(以下「非常本部」

という。)等に応急対策の活動状況、対策本部設置状況等を随時連絡する。また、指定

行政機関にあっても、自ら実施する応急対策の活動状況を国の非常本部等に連絡する

とともに、必要に応じ県、公共機関等に連絡するものとする。 

(6) 報告の種類・様式 

ア 市町村 

「被害情報収集・伝達マニュアル」（資料編Ⅰ）に基づき報告を行うものとする。 

       ①災害報告取扱要領 

・ 災害確定報告・・・・第１号様式 

・ 災害中間報告・・・・第２号様式 

・ 災 害 年 報・・・・第３号様式 

       ②火災・災害等即報要領 

・ 火災等即報・・・・第１号様式及び第２号様式 

・ 救急、救助事故報告・・・・第３号様式 

・ 災害即報・・・・第４号様式（その１、２） 

       ③その外、県マニュアル等で指定した報告及び様式 

イ 県 

県は、消防組織法第 40 条に基づく「災害報告取扱要領」及び「火災・災害等即報

要領」により消防庁に報告する。 

なお、確定報告については、応急措置の完了後 20 日以内に、災害対策基本法第

53 条第 2 項に基づく内閣総理大臣あての文書及び消防組織法第 40 条に基づく消防

庁長官あて文書を各１部ずつ消防庁に提出する。 

ウ 他の法令に基づく被害報告 

① 消防組織法に基づく火災報告(防災危機管理班) 

② 厚生労働省通達に基づく精神科病院等の被害報告(健康増進班、医務班) 

③ 厚生労働省通達に基づく水道の被害報告(衛生薬務班) 

④ 災害防疫実施要綱に基づく被害報告(健康増進班) 

⑤ 農林水産業被害報告要領に基づく災害報告(農業技術班・森林環境総務班) 

⑥ 農地農業用施設災害復旧事業取扱要綱に基づく災害報告(耕地班) 

⑦ 中小企業関係被害状況報告要領に基づく被害報告(産業政策班) 

⑧ 公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法施行令に基づく災害報告(治水班) 

⑨ 国土交通省通達に基づく都市災害の被害報告(都市計画班) 

⑩ 公営住宅法に基づく被害報告(建築住宅班) 

⑪ 公立学校施設災害復旧事業費国庫負担法に基づく災害報告(学校施設班) 

⑫ 文化財保護法に基づく被害報告(学術文化財班) 
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４ 災害広報 
県は、災害が発生したとき、防災機関等から連絡を受けた災害情報を速やかに市町村、 

防災関係機関等へ連絡する。 

県は、市町村、防災関係機関等からの被害情報の収集を図り、多様な情報伝達手段に 

より、報道機関等の協力を得て、罹災者に即時性のある正確かつきめ細かな情報の適切 

な提供に努める。広報にあたっては、外国人や障害者・高齢者等の要配慮者に対しても

十分留意し適切な広報に努める。 

(1) 県による広報 

ア 広報体制 

県本部が設置されたときは、広聴広報班は統括部広報班(班長・広聴広報グループ

広聴広報監)の指示により、県民等への災害情報を提供する。 

県は、災害情報の収集・伝達にあたり関係機関相互の連携による、正確で効率的

な広報体制の整備に努める。 

県は、災害対策本部の対応状況について、定期的に情報提供を行える体制を整え

る。また、高齢者等にも配慮した情報伝達手段を講じる。 

イ 広報資料の収集 

災害情報の収集は、前記３被害情報の収集伝達による。 

その他の情報は、各市町村及び各地方連絡本部等を通じ資料の収集に努める。 

ウ 広報内容 

① 災害情報及び県の防災体制 

② 被害状況及び応急対策実施状況 

③ 公共施設の被災状況及び復旧の見通し 

④ 被災者に対する注意事項 

⑤ 一般住民に対する協力要請 

⑥ 安否、避難所、医療等の生活関連情報 
(県と市町村との情報提供区分を明確にする。) 

⑦ ボランティアに対する被災地のニーズ等の広報 

⑧ 避難所等に指定されている県有施設に整備された公衆無線ＬＡＮを活用した情

報提供 

 

エ 広報の方法 

① テレビ、ラジオ、新聞等報道機関による報道（Ｌアラート経由を含む） 

② 広報誌の掲示、チラシ等の配布による報道 

③ 県民からの各種問い合わせ等に対し、マルチメディアを利用した積極的な情報

提供 

④  山梨県ホームページ、X（旧 Twitter）、緊急速報メールなどによる情報提供 

 

オ 住民等からの問い合わせに対する対応 

県、市町村等は、必要に応じ発災後速やかに住民等からの問い合わせに対応する

専用電話等を備えた窓口の開設、人員の配置等体制の整備を図る。 

住民等からの情報ニーズを見極め、必要な情報の収集・整理を行う。 

また、県は、各種問い合わせに対し、遅滞なく対応し、県で対応できないものに

ついては、最適に対応できる相談窓口機関につなぐことの出来る体制を整備する。 

なお、被災者の安否について照会があったときは、被災者等の権利利益を不当に

侵害することのないよう配慮しつつ、消防、救助等人命に関わるような災害発生直

後の緊急性の高い応急措置に影響を及ぼさない範囲で、可能な限り安否情報を回答

するものとする。 
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ただし、被災者の中に、配偶者からの暴力等を受け加害者から追跡されて危害を

受ける恐れのある者等が含まれる場合は、その加害者等に居所が知られることのな

いよう当該被害者の個人情報の管理を徹底するよう努めるものとする。 

カ 国会、中央官庁等に対する広報 

必要なときは、東京地方連絡本部を通じて行う。 

 (2) 概ね次の事項に重点をおいて広報を行うものとする。 

①  災害警備活動状況 

②  県警本部で収集した災害情報及び被害状況 

③  交通の状況と交通規制実施状況 

④  車両運転の自粛と運転者のとるべき措置 

⑤  犯罪予防等のため住民のとるべき措置 

⑥  その他混乱防止のための必要かつ正確な情報 

(3) 市町村による広報 

市町村地域防災計画の定めるところにより、概ね次の事項に重点をおいて広報を行

うものとする。なお、平時から、全ての住民に広報が伝達されるようその手法につい

て検討に努めるものとする。 

①  災害時における住民の心構え 

②  避難の指示事項 

③  災害情報及び市町村の防災体制 

④  被害状況及び応急対策実施状況 

⑤  被災者に必要な生活情報 

⑥  一般住民に対する注意事項 

(4) 防災関係機関による広報 

防災関係機関は、防災業務計画の定めるところにより、所管業務、施設等の災害に

関して、全ての住民に役立つ正確かつきめ細かな情報の適切な広報を行うものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(5) Ｌアラートの活用 

県や市町村から安心・安全に資する情報を、地域住民に多様なメディアで迅速に伝

達するため、山梨県内の関係機関がＬアラート（災害情報共有システム）を利用して

いくこととし、効果的な情報伝達が可能となるよう、運用のルールを随時見直してい

く。 

 

  第３節 通信の確保 

 

１ 通信手段の確保 
防災関係機関は、災害時には公衆電気通信設備を優先的に使用できるほか、他の機関

報道機関
  臨時の措置を講じて災害に関する取材事項、関係機関からの通報事項等を報道
し、住民への周知に努める。

電力供給機関
　被害箇所、復旧見通し、感電傷害防止等について、報道機関・自治体の防災行政無線並
びに広報車等を通じて広報する。

ガス供給機関
　被害箇所、復旧見通し、ガス漏れ事故防止等にっいて、報道機関及び広報車等
を通じて広報する。

通信関係機関
　被害箇所、復旧見通し、応急措置等について、報道機関及び広報車等を通じて
広報する。

JR・私鉄・
バス

　被害箇所、復旧見通し、運行状況等について、報道機関及び駅構内の掲示板、
案内所等を通じて広報する。

道路管理者 被害箇所、復旧見通し、迂回路等について、報道機関及び標識等を通じて広報する。
その他 他の防災関係機関は、災害の状況に応じた適切な広報活動を行う。
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の通信設備も活用できるが、平常時から災害時における多ルートの通信手段の確保に努

めるものとする。 

 

(1) 県と国及び他都道府県との通信手段 

県庁と消防庁とは消防防災無線、国土交通省とは国土交通省無線、内閣府とは中央

防災無線により通信手段を確保している。(参照: 国と県の回線構成図) 

災害時には、これら回線を利用して、消防庁、国土交通省及び内閣府との情報交換

を行う。なお、回線の利用方法は、(「山梨県防災行政無線利用の手引き」(以下「手

引き」という。)による。 

また、自治体衛星通信機構の通信衛星「スーパーバード」を使用した衛星回線でも

消防庁及び他都道府県との通信ができる。(参照: 地域衛星通信ネットワーク構成図) 

(2) 県と県内防災関係機関との通信手段 

県庁と各合同庁舎及び単独事務所とは、地上回線及び衛星回線により通信手段を確

保している。 

県庁と各市町村間は、地上回線、衛星回線により通信手段を確保している。(参照: 山

梨県防災行政無線回線構成図) 

また、防災関係機関(山梨県防災行政無線回線構成図に示す機関)へも、260MHZ デジ

タル無線を使用し通信を確保している。 

災害時には、これらの回線を利用して災害情報等を交換する。 

さらに、県本部と災害現地との情報通信手段として、可搬型衛星地球局を配備し、

回線の確保を図る。 

(3) ＮＴＴの措置 

ア 非常・緊急通話 

災害発生時等における通信手段の確保 

災害時優先電話の利用 

災害時の救援、復旧や公共の秩序を維持するために必要な重要通信を確保できる

よう、あらかじめ災害時優先電話に指定されている電話は、災害時においても優先

的に通話を利用することができる。 

イ 電話利用制限と重要通信の確保 

災害時の緊急通信を確保するため、一般の問い合わせ、見舞等の通話を制限し、

県本部、警察、消防、病院等の通信を優先する措置をとる。 

ウ 移動無線機の配置 

各事業所に可搬式移動無線機を設置し、緊急電話に備える。 

エ 電源の確保 

長時間停電に備え、各事業所に予備発電機をはじめ、移動用電源車、携帯用発電

機等を配備し、通信の中断のないよう措置する。 

  オ 通信障害発生時の丁寧な周知広報の実施 

通信障害発生時には、速やかに通信障害の状況やその原因、通信施設の被害、復

旧の状況や見通し、代替的に利用可能な通信手段等について、関係機関及び住民に

対してわかりやすく情報提供（ホームページのトップページへの掲載、地図による

障害エリアの表示等）を行う。 

(4) ＮＴＴドコモの措置 

  ア 非常時・緊急電話、災害発生時における通信手段の確保、災害時の有線電話の確

保 

    災害時の救援、復旧や公共の秩序を維持するために必要な需要回線を確保できる

よう、あらかじめ災害時優先電話に指定される電話は、災害時においても優先的に

通話を利用することができる。 

イ 電話利用制限と重要回線の確保 
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災害時の緊急通信を確保するため、一般電話の問い合わせ、見舞等の電話を制限

し県本部、警察、消防、病院等の通信を優先する措置をとる。 

ウ 携帯電話の貸し出し 

ＮＴＴドコモは、「災害救助法」が適用された場合等には避難所、現地災害対応本

部機関等への携帯電話貸出し及び避難所の充電サービスに努める。 

エ 災害用伝言板及び災害用音声お届けサービスの提供 

地震等の災害発生時のより著しく通信輻輳が発生した場合は、安否等の情報を円

滑に伝達できる用伝言板及び音声お届けサービスを速やかに提供する。 

  オ 通信障害発生時の丁寧な周知広報の実施 

通信障害発生時には、速やかに通信障害の状況やその原因、通信施設の被害、復

旧の状況や見通し、代替的に利用可能な通信手段等について、関係機関及び住民に

対してわかりやすく情報提供（ホームページのトップページへの掲載、地図による

障害エリアの表示等）を行う。 

 

(5) 他の機関の通信施設の利用 

加入電話、防災行政無線等が使用不能になったときは、警察、消防、鉄道事業、電

力事業等の通信施設を利用する。 

(6) 非常通信協議会の利用 

加入電話、防災行政無線及び他の機関の通信施設等が使用不能になったときは、関

東地方非常通信協議会の構成員の協力を得て、その通信施設を利用するものとする。 

ア 非常通信の依頼方法 

一通の通信文の字数は 200 字以内とし、発信人及び受信人の住所、氏名、電話番

号を記入し、余白に「非常」と記入する。 

イ 非常通信等の内容 

人命の救助に関するもの、緊急を要する情報、県本部活動に必要なもの等 

(7) 放送の要請 

知事又は市町村長は、利用できる全ての通信の機能がマヒしたとき、又は普通の通

信方法では間に合わないときは、「災害時における放送要請に関する協定」で定めた手

続きにより、放送局に放送を要請できる。放送要請は、原則として県を窓口にして行

う。 

 

 

放送局名 
協定締結

年月日 
電話番号及び防災行政無線番号 申 込 窓 口 

ＮＨＫ(甲府放送局) S58.7.1   放送部 

山梨放送 S58.7.1   報道局 

テレビ山梨 S58.7.1   放送部 

エフエム富士 H2.2.28    

 

２ 防災行政無線移動系システムの運用 
災害発生時においては、移動系システムを利用して各地の被害情報の収集を行う。 

(参照：山梨県新防災無線移動系設備一覧表(陸上移動局)) 
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３ 通信の運用と統制 
山梨県防災行政無線の管理・運用は別に定める「山梨県防災行政無線網関係規程集」

に基づき行う。統制管理者(防災危機管理課長)は、災害時等において緊急通信を行うと

き、その他特に必要と認めたときは、通信の統制を行う。通信管理者(各無線局の責任者)

は、統制管理者の命に基づき各無線局の無線従事者に指令を発する。無線従事者は、そ

の命に従い通信統制を行う。(参照:通信統制系統図) 

 

４ 気象情報の配信について 
気象情報は、甲府地方気象台から配信される各種気象情報を受信し、防災行政無線回

線等により、市町村、消防本部、防災関係機関等に配信する。 

 

５ アマチュア無線の活用 
大規模地震等による災害時において、有線通信を利用することができないか、又はこ

れを利用することが著しく困難であるときは、アマチュア無線連盟との協定によりアマ

チュア無線の活用を図る。なお、平時から、訓練等を通じて、災害時の個人情報の取扱

いや運用について検討に努めるものとする。 

 

６ インターネットシステムの活用 
山梨県ホームページ等、インターネットによる情報提供を行なう。 

山梨県ホームページの URL は、https://www.pref.yamanashi.jp/である。 
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◎ 発信特番

○○○ 都道府県番号

△△△ 統制局番

××× 内線番号

長崎県庁統制局

熊本県庁統制局

北海道庁統制局

（番号）◎－○○○－△△△－×××（凡例参照）

兵庫県庁統制局

富山県庁統制局

石川県庁統制局

福井県庁統制局

滋賀県庁統制局

長野県庁統制局

岐阜県庁統制局

凡　　　例

青森県庁統制局

福島県庁統制局山梨県庁統制局

神奈川県庁統制局

埼玉県庁統制局

千葉県庁統制局

東京都庁統制局

鹿児島県庁統制局

   静岡県庁統制局

新潟県庁統制局

三重県庁統制局

宮崎県庁統制局

徳島県庁統制局

香川県庁統制局

高知県庁統制局

大阪府統制局

地 域 衛 星 通 信 ネ ッ ト ワ ー ク 構 成 図

大分県庁統制局

愛知県庁統制局

岡山県庁統制局

広島県庁統制局

山口県庁統制局

消　　　防　　　庁

佐賀県庁統制局
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2021年4月現在

6.5G/26M (N) 7.5G/208M (F)（ＩＰ化）

7.5G/208M (F)（ＩＰ化） 18G/104M（ＩＰ化） (F)

18G/104M（ＩＰ化） (F)

ヘリテレ基地 ヘリテレ基地
(J)

12G/13M (N)
(J)

扇山反射板
大月反射板

12G/52M (F)（ＩＰ化） 7.5G/208M (F)（ＩＰ化）

12G/13M (N)
7.5G/104M (F)（ＩＰ化）

7.5G/104M (F)（ＩＰ化）

18G/13M（IP化）（N)

(J) 12G/104M (F)（ＩＰ化）

18G/13M（ＩＰ化） (N)

衛星可搬局

車載型無線機50台
光ケーブル

６．５ＧＨｚ

７．５ＧＨｚ

１２ＧＨｚ

１８ＧＨｚ

携帯型無線機５０台

衛星回線（ＶＳＡＴ）

地上系ＦＡＸで配信

7.5G/104M (F)
（ＩＰ化）

7.5G/52M
(N)（ＩＰ化）

260ﾒｶﾞ防災無線鶴峠基地局

 小菅村

 丹波山村

富士・東部建
設業協会
ｻﾝﾄﾘｰﾌﾟﾛﾀﾞｸ
ﾂ白州工場
山梨県薬剤
師会
桂川ウェルネ
スパーク

山梨県建設
技術センター
山梨県医薬
品卸協同組
山梨県歯科
医師会

 富士五湖消
防本部

 陸上自衛隊
第一特科隊

重機・建設解体
工事協同組合

 都留市

 山梨市

副知事宅

火山防災対
策室長

防災局次長

知事秘書監

峡北地区建
設業協会

都留市立病
院

山梨赤十字
病院

建設コンサル
タンツ協会

 防災安全セ
ンター

山梨県建築
士会

吉田ガス

生活クラブ生
活協同組合
山梨県電設
協会

防災局長

甲府地区建
設業協会

山梨県看護
協会
山梨大学医
学部付属病

防災局長宅

7.5G/104M
(N)（ＩＰ化）

7.5G/104M
(F)（ＩＰ化）

測量設計業
協会

 東山梨消防
本部

市長会

山梨厚生病
院
笛吹川フルー
ツ公園

知事宅

造園建設業
協会

雨降山中継局

富士山科学
研究所

 広瀬ダム

 琴川ダム

 甲府市

 上野原市消
防本部
関東農政局
山梨県拠点

南都留多重局

富士急行

身延建設業
協会

山梨県トラッ
ク協会

鶴峠多重局

山梨県道路公社
（雁坂トンネル）  深城ダム

北巨摩多重局

生活協同組
合ユーコープ

 笛吹市

無線回線構成図

260ﾒｶﾞ防災無線東山梨合同庁舎基地局

 発電総合制
御所

    県庁統制局

三ッ峠多重局

 富士吉田市

開運山多重局身延山多重局

甘利山多重局

防災航空隊
多重局

 上野原市

 西桂町

 道志村

エフエム富士

 鳴沢村

 忍野村

NEXCO中日
本大月

笛吹中央病
院

白根徳洲会
病院

韮崎市立病
院

山梨県ＬＰガ
ス協会

山梨労働局

甲府中央郵
便局

日本通運山
梨支店

大月市立中
央病院

笛吹建設業
協会

ドコモCS山梨
支店

山梨県治山
林道協会

山梨県産業
廃棄物協会

岡島

山梨県警備
業協会

 早川発電

 大門ダム
 都留市消防
本部

山梨県バス
協会

曽根丘陵公
園
いちやまマー
ト

町村会

 笛吹市消防
本部

関東運輸局
山梨運輸支

 大月市

富士吉田
多重局

甲府気象多重局

中央病院
多重局

北都留多重局東八代多重局

甲府土木多重局

東山梨多重局

小瀬多重局

 笛吹発電

富士北麓多重局

山梨県管工
事協会

 荒川ダム

 南部町

 甲府地区消
防本部
 峡南消防本
部

 身延町

富士川クラフ
トパーク

櫛形総合公
園

西八代多重局南巨摩多重局

 甲斐市

 防災航空隊

 峡北消防本
部

 南アルプス
市

ヘリテレ
基地

山梨県医師
会

 甲州市

山梨放送

東京電力ﾊﾟﾜｰｸﾞ
ﾘｯﾄﾞ山梨総支社

身延土木多重局

山梨交通

山梨県社会
福祉協議会

山梨県消防
設備協会

 韮崎市

山梨県道路
公社

 南アルプス
市消防本部

赤帽山梨県

市立甲府病
院

NEXCO中日
本甲府

 日赤山梨県
支部

ＮＨＫ甲府
ＪＲ東日本甲
府センター

オギノ

テレビ山梨
市川建設業
協会

生活協同組合
パルシステム

 北杜市

韮崎中央公
園

ＮＴＴ東日本
山梨支店

 中央市

 昭和町

富士川病院

日本銀行甲
府支店

 塩川ダム

東京ガス山
梨

260ﾒｶﾞ防災無線三ツ峠基地局260ﾒｶﾞ防災無線甘利山基地局260ﾒｶﾞ防災無線身延山基地局

緑が丘スポー
ツ公園

 市川三郷町

 早川町

 富士川町

森林管理事
務所

関東財務局
甲府財務事

 北病院

山梨県建設
業協会

 大月市消防
本部

 新環状・西関東
 道路建設事務所

 山中湖村
塩山建設業
協会

 富士河口湖
町
富士吉田市
立病院

防災危機管
理課長宅

地Ｆ

地Ｆ 地Ｆ 地Ｆ 地Ｆ

地Ｆ

地Ｆ

甘利山反射

260ﾒｶﾞ防災
無線基地局

地Ｆ

ﾍﾘｺﾌﾟﾀｰ

消防無線
基地局

260ﾒｶﾞ防災
無線基地局

消防無線
基地局

消防無線
基地局

消防無線
遠隔制御器

消防無線
遠隔制御器

260ﾒｶﾞ防災
無線基地局

260ﾒｶﾞ防災
無線基地局

260ﾒｶﾞ防災
無線基地局

平成28年8月1日
防災農業大学校　廃
止
無線設備：農業大学校
向け削除

関東農政局 
山梨県拠点 
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山梨県防災行政無線網（衛星系）構成図

中北地域 峡東地域 峡南地域 東部・富士五湖地域
北巨摩合庁 東山梨合庁 西八代合庁 南都留合庁
中央病院 新環状・西関東道路建設事務所 南巨摩合庁 富士・東部建設事務所
発電総合制御所 広瀬ダム 市川三郷町 富士吉田合庁
防災安全センター 琴川ダム 富士川町 富士山科学研究所
防災へリポート 雁坂トンネル 早川町 深城ダム
塩川ダム 山梨市 身延町 富士吉田市
荒川ダム 笛吹市 南部町 都留市
大門ダム 甲州市 峡南消防 大月市
甲府市 東山梨消防 早川発電所 上野原市
韮崎市 笛吹市消防 道志村
南アルプス市 笛吹発電所 西桂町
北杜市 忍野村
甲斐市 山中湖村
中央市 鳴沢村
昭和町 富士河口湖町
甲府地区消防 小菅村
南アルプス市消防 丹波山村
峡北消防 富士五湖消防

都留市消防
大月市消防
上野原市消防
自衛隊
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国と山梨県の回線構成図

内閣府 国土交通省 消　防　庁

山　梨　県

消
防
庁
回
線

国
土
交
通
省
回
線

中
央
防
災
無
線
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No. 識別信号
1 やまなし００１
2 やまなし００２
3 やまなし００３
4 やまなし００４
5 やまなし００６
6 やまなし００７
7 やまなし００８
8 やまなし００９
9 やまなし０１０

10 やまなし０１１
11 やまなし０１２
12 やまなし０１３
13 やまなし０１４
14 やまなし０１５
15 やまなし０１６
16 やまなし０１７
17 やまなし０１８
18 やまなし０１９
19 やまなし０２０
20 やまなし０２１
21 やまなし０２２
22 やまなし０２４
23 やまなし０２５
24 やまなし０２６
25 やまなし０２７
26 やまなし０２８
27 やまなし０２９
28 やまなし０３０
29 やまなし０３１
30 やまなし０３２
31 やまなし０３３
32 やまなし０３４
33 やまなし０３５
34 やまなし０３６
35 やまなし０３７
36 やまなし０３８
37 やまなし０３９
38 やまなし０４０
39 やまなし０４１
40 やまなし０４２
41 やまなし０４３
42 やまなし０４４
43 やまなし０４５
44 やまなし０４６
45 やまなし０４７
46 やまなし０４８
47 やまなし０４９
48 やまなし０５０
49 やまなし０５１
50 やまなし０５２
51 やまなし０５３
52 やまなし０５４
53 やまなし０５５
54 やまなし０５６
55 やまなし０５７
56 やまなし０５８
57 やまなし０５９
58 やまなし０６０
59 やまなし０６１
60 やまなし０６２
61 やまなし０６３

中日本高速道路（株）八王子支社甲府保全・サービスセンター
中日本高速道路（株）八王子支社大月保全・サービスセンター
日本通運（株）山梨支店
東京電力パワーグリッド（株）山梨総支社
東京ガス山梨（株）

山梨県町村会
東日本旅客鉄道（株）甲府地区センター
東日本電信電話（株）山梨支店
日本銀行甲府支店
日本赤十字社山梨県支部
日本放送協会甲府放送局

関東財務局甲府財務事務所
関東農政局山梨県拠点
関東運輸局山梨運輸支局
山梨労働局
陸上自衛隊第１特科隊
山梨県市長会

笛吹市消防本部
峡南広域行政組合消防本部
東山梨行政事務組合東山梨消防本部
上野原市消防本部
南アルプス市消防本部
関東森林管理局山梨森林管理事務所

丹波山村
甲府地区広域行政事務組合消防本部
都留市消防本部
富士五湖広域行政事務組合富士五湖消防本部
大月市消防本部
峡北広域行政事務組合消防本部

西桂町
忍野村
山中湖村
鳴沢村
富士河口湖町
小菅村

富士川町
早川町
身延町
南部町
昭和町
道志村

甲斐市
笛吹市
上野原市
甲州市
中央市
市川三郷町

都留市
山梨市
大月市
韮崎市
南アルプス市
北杜市

防災局次長宅
知事秘書監宅
防災危機管理課長宅
甲府市
富士吉田市

山梨県防災行政無線（半固定型）一覧表

常置場所
知事宅
副知事
防災局長

半固定型（出力５W）



- 114 - 

 

No. 識別信号
62 やまなし０６４
63 やまなし０６５
64 やまなし０６６
65 やまなし０６７
66 やまなし０６８
67 やまなし０６９
68 やまなし０７０
69 やまなし０７１
70 やまなし０７２
71 やまなし０７３
72 やまなし０７４
73 やまなし０７５
74 やまなし０７６
75 やまなし０７７
76 やまなし０７８
77 やまなし０８０
78 やまなし０８１
79 やまなし０８２
80 やまなし０８３
81 やまなし０８４
82 やまなし０８５
83 やまなし０８６
84 やまなし０８７
85 やまなし０８８
86 やまなし０８９
87 やまなし０９０
88 やまなし０９１
89 やまなし０９２
90 やまなし０９３
91 やまなし０９４
92 やまなし０９５
93 やまなし０９６
94 やまなし０９７
95 やまなし０９８
96 やまなし０９９
97 やまなし１０１
98 やまなし１０２
99 やまなし１０４

100 やまなし１０５
101 やまなし１０６
102 やまなし１０７
103 やまなし１０８
104 やまなし１０９
105 やまなし１１０
106 やまなし１１１
107 やまなし１１２
108 やまなし１１３
109 やまなし１１５
110 やまなし１１６
111 やまなし１１７
112 やまなし１１８
113 やまなし１１９
114 やまなし１２０
115 やまなし１２１
116 やまなし１２２
117 やまなし１２３
118 やまなし１２４
119 やまなし１２５ 新環状・西関東道路建設事務j所

広瀬ダム
琴川ダム
荒川ダム管理事務所
塩川ダム
大門ダム
都留市立病院

（一社）山梨県警備業協会
赤帽山梨県軽自動車運送協同組合
（一社）山梨県産業廃棄物協会
防災航空隊
北病院
富士山科学研究所

生活クラブ協同組合
（一社）山梨県電気設備協会
（一社）山梨県消防設備協会
（一社）山梨県管工事協会
（一社）山梨県治山林道協会
（一社）山梨県建設業協会

富士山火山防災監宅
（株）いちやまマート
（株）オギノ
生活協同組合ユーコープやまなし県本部
生活協同組合パルシステム山梨

富士川クラフトパーク
防災安全センター
緑が丘スポーツ公園
笛吹川フルーツ公園
曽根丘陵公園
（株）岡島

韮崎市立病院
白根徳洲会病院
富士吉田市立病院
大月市立中央病院
（一社）山梨県造園建設業協会
櫛形総合公園

山梨大学医学部付属病院
山梨赤十字病院
市立甲府病院
山梨厚生病院
笛吹中央病院
峡南医療センター　富士川病院

山梨県道路公社
（公社）山梨県看護協会
（一社）山梨県バス協会
（福）山梨県社会福祉協議会
（一社）山梨県建築士会

山梨交通（株）敷島営業所
富士急行（株）
（一社）山梨県トラック協会
吉田ガス（株）
（一社）山梨県医師会
（一社）山梨県LPガス協会

常置場所
（株）NTTドコモ山梨支店
日本郵便（株）甲府中央郵便局
（株）山梨放送
（株）テレビ山梨
（株）エフエム富士
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No. 識別信号
120 やまなし１２７
121 やまなし１２８
122 やまなし１２９
123 やまなし１３０
124 やまなし１３１
125 やまなし１３２
126 やまなし１３３
127 やまなし１３５
128 やまなし１３６
129 やまなし１３７
130 やまなし１３８
131 やまなし１３９
132 やまなし１４０
133 やまなし１４１
134 やまなし１４２
135 やまなし１４３
136 やまなし１４４

（一社）山梨県歯科医師会
桂川ウェルネスパーク
韮崎中央公園
山梨県重機・建設解体工事業協同組合

（一社）山梨県測量設計業協会
（一社）山梨県建設コンサルタンツ協会事務局
（公社）山梨県建設技術センター
サントリー天然水白州工場
山梨県医薬品卸協同組合
（公社）山梨県薬剤師協会

（一社）山梨県建設業協会笛吹支部
（一社）山梨県建設業協会市川支部
（一社）山梨県建設業協会身延支部
（一社）山梨県建設業協会峡北支部
（一社）山梨県建設業協会富士・東部支部

常置場所
（一社）山梨県建設業協会甲府支部
（一社）山梨県建設業協会塩山支部
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No. 識別信号
1 やまなし２０１
2 やまなし２０２
3 やまなし２０３
4 やまなし２０４
5 やまなし２０５
6 やまなし２０６
7 やまなし２０７
8 やまなし２０８
9 やまなし２０９

10 やまなし２１０
11 やまなし２１１
12 やまなし２１２
13 やまなし２１３
14 やまなし２１４
15 やまなし２１５
16 やまなし２１６
17 やまなし２１７
18 やまなし２１８
19 やまなし２１９
20 やまなし２２０
21 やまなし２２１
22 やまなし２２２
23 やまなし２２３
24 やまなし２２４
25 やまなし２２５
26 やまなし２２６
27 やまなし２２７
28 やまなし２２８
29 やまなし２２９
30 やまなし２３０
31 やまなし２３１
32 やまなし２３２
33 やまなし２３３
34 やまなし２３４
35 やまなし２３５
36 やまなし２３６
37 やまなし２３７
38 やまなし２３８
39 やまなし２３９
40 やまなし２４０
41 やまなし２４１
42 やまなし２４２
43 やまなし２４３
44 やまなし２４４
45 やまなし２４５
46 やまなし２４６
47 やまなし２４７
48 やまなし２４８
49 やまなし２４９
50 やまなし２５０ 富士吉田合同庁舎 富士・東部建設事務所吉田支所

富士・東部建設事務所 富士・東部建設事務所
富士・東部建設事務所 富士・東部建設事務所
富士吉田合同庁舎 富士・東部建設事務所吉田支所

南都留合同庁舎 富士・東部県民センター
南都留合同庁舎 富士・東部林務事務所
南都留合同庁舎 富士・東部林務事務所

東山梨合同庁舎 峡東林務環境事務所
東山梨合同庁舎 峡東林務環境事務所
南都留合同庁舎 富士・東部県民センター

東山梨合同庁舎 峡東地域県民センター
東山梨合同庁舎 峡東建設事務所
東山梨合同庁舎 峡東建設事務所

峡南建設事務所（身延） 峡南建設事務所（身延）
峡南建設事務所（身延） 峡南建設事務所（身延）
東山梨合同庁舎 峡東地域県民センター

西八代合同庁舎 峡南建設事務所
西八代合同庁舎 峡南林務環境事務所
西八代合同庁舎 峡南林務環境事務所

南巨摩合同庁舎 峡南地域県民センター
西八代合同庁舎 峡南地域県民センター
西八代合同庁舎 峡南建設事務所

北巨摩合同庁舎 中北林務環境事務所
中北建設事務所 中北建設事務所
中北建設事務所 中北建設事務所

北巨摩合同庁舎 中北建設事務所峡北支所
北巨摩合同庁舎 中北建設事務所峡北支所
北巨摩合同庁舎 中北林務環境事務所

塩川ダム 塩川ダム
北巨摩合同庁舎 中北地域県民センター
北巨摩合同庁舎 中北地域県民センター

荒川ダム 荒川ダム
大門ダム 大門ダム
広瀬ダム 広瀬ダム

県庁 自然共生推進課
消防防災航空隊 消防防災航空隊
消防防災航空隊 消防防災航空隊

県庁 林政総務課
県庁 道路管理課
県庁 治水課

県庁 防災危機管理課
県庁 防災危機管理課
県庁 防災危機管理課

県庁 部長
県庁 部長
県庁 部長

県庁 部長
県庁 部長
県庁 部長

山梨県防災行政無線（半固定型以外）一覧表

常置場所 使用所属
県庁 知事

車載型（出力５Ｗ）
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No. 識別信号
1 やまなし３０１
2 やまなし３０２
3 やまなし３０３
4 やまなし３０４
5 やまなし３０５
6 やまなし３０６
7 やまなし３０７
8 やまなし３０８
9 やまなし３０９

10 やまなし３１０
11 やまなし３１１
12 やまなし３１２
13 やまなし３１３
14 やまなし３１４
15 やまなし３１５
16 やまなし３１６
17 やまなし３１７
18 やまなし３１８
19 やまなし３１９
20 やまなし３２０
21 やまなし３２１
22 やまなし３２２
23 やまなし３２３
24 やまなし３２４
25 やまなし３２５
26 やまなし３２６
27 やまなし３２７
28 やまなし３２８
29 やまなし３２９
30 やまなし３３０
31 やまなし３３１
32 やまなし３３２
33 やまなし３３３
34 やまなし３３４
35 やまなし３３５
36 やまなし３３６
37 やまなし３３７
38 やまなし３３８
39 やまなし３３９
40 やまなし３４０
41 やまなし３４１
42 やまなし３４２
43 やまなし３４３
44 やまなし３４４
45 やまなし３４５
46 やまなし３４６
47 やまなし３４７
48 やまなし３４８
49 やまなし３４９
50 やまなし３５０

南都留合同庁舎 富士・東部林務環境事務所
富士・東部建設事務所 富士・東部建設事務所
富士吉田合同庁舎 富士・東部建設事務所吉田支所

東山梨合同庁舎 峡東建設事務所
南都留合同庁舎 富士・東部地域県民センター
南都留合同庁舎 富士・東部地域県民センター

東山梨合同庁舎 峡東地域県民センター
東山梨合同庁舎 峡東地域県民センター
東山梨合同庁舎 峡東林務環境事務所

西八代合同庁舎 峡南建設事務所
西八代合同庁舎 峡南林務環境事務所
峡南建設事務所（身延） 峡南建設事務所（身延）

中北建設事務所 中北建設事務所
南巨摩合同庁舎 峡南地域県民センター
南巨摩合同庁舎 峡南地域県民センター

北巨摩合同庁舎 中北地域県民センター
北巨摩合同庁舎 中北林務環境事務所
北巨摩合同庁舎 中北建設事務所峡北支所

消防防災航空隊 消防防災航空隊
消防防災航空隊 消防防災航空隊
北巨摩合同庁舎 中北地域県民センター

消防防災航空隊 消防防災航空隊
消防防災航空隊 消防防災航空隊
消防防災航空隊 消防防災航空隊

消防防災航空隊 消防防災航空隊
消防防災航空隊 消防防災航空隊
消防防災航空隊 消防防災航空隊

消防防災航空隊 消防防災航空隊
消防防災航空隊 消防防災航空隊
消防防災航空隊 消防防災航空隊

県庁 秘書グループ
県庁 秘書グループ
県庁 防災危機管理課

県庁 防災危機管理課
県庁 防災危機管理課
県庁 防災危機管理課

県庁 防災危機管理課
県庁 防災危機管理課
県庁 防災危機管理課

県庁 防災危機管理課
県庁 防災危機管理課
県庁 防災危機管理課

県庁 防災危機管理課
県庁 防災危機管理課

県庁 防災危機管理課
県庁 防災危機管理課
県庁 防災危機管理課

携帯型（出力２W）
常置場所 使用所属
県庁 防災危機管理課
県庁 防災危機管理課

県庁 防災危機管理課



- 118 - 

 

 

 

 

　地方局・土木局 　市町村・消防本部
　国の出先機関の端末局 　日赤山梨県支部
　県の出先機関の端末局 　生活関係機関

　通信管理者：所属・機 　通信管理者：機関
　関の長、機関の防災無 　の防災無線責任者
　線責任者

　国の出先機関の端末局 　統制局、中継局、地方局 　市町村、消防本部
　県の出先機関の端末局 　建設局及び甲府地方気象台 　日赤山梨県支部

　生活関係機関
　無線従事者：当該所属 　無線従事者：情報通信担当
　の職員 　無線従事者：当該

　所属の職員

統　　制　　局

統　　制　　局

通　信　統　制　系　統　図

　通信管理者：防災危機管理課長

　副統制管理者：総括課長補佐
　統制管理者：防災危機管理課長
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第４節 水防対策 

 
１ 水防の責任 

  水防に関係する各主体について、水防法等に規定されている責任及び義務は次のとお

りである。 

 

(1) 県の責任 

  県内における水防管理団体が行う水防が十分行われるように確保すべき責任を有する

（法第３条６）。 

  具体的には主に次のような事務を行う。 

ア 指定水防管理団体の指定（法第４条） 

イ 水防計画の作成及び要旨の公表（法第７条第 1項及び第 7項） 

ウ 水防管理団体が行う水防への協力（河川法第 22条の２） 

エ 都道府県水防協議会の設置（法第 8条第 1項） 

オ 気象予報及び警報、洪水予報の通知（法第 10条第 3項） 

カ 洪水予報の発表及び通知 

  （法第 11条第 1項、気象業務法第 14条の 2第 3項） 

キ 量水標管理者からの水位の通報及び公表（法第 12条） 

ク 水位周知河川の水位到達情報の通知及び周知 

  （法第 13条第 2項及び第 3項） 

ケ 洪水予報又は水位到達情報の通知の関係市町村長への通知（法第 13条の 4） 

コ 洪水浸水想定区域の指定、公表及び通知（法第 14条） 

サ 都道府県大規模氾濫減災協議会の設置（法第 15条の 10） 

シ 水防警報の発表及び通知並びに水防警報河川等指定したときの公示（法第 16条第 

1項、第 3項及び第 4項） 

ス 水防信号の指定（法第 20条） 

セ 避難のための立退きの指示（法第 29条） 

ソ 緊急時の水防管理者、水防団長又は消防機関の長への指示（法第 30条） 

タ 水防団員の定員の基準の設定（法第 35条） 

チ 水防協力団体に対する情報の提供又は指導若しくは助言（法第 40 条） 

ツ 水防管理団体に対する水防に関する勧告又は助言（法第 48条） 

 

 (2) 水防管理団体の責任 
管轄区域内の水防が十分に果たすべき責任を有する 

（法第３条）。 

  具体的には、主に次のような事務を行う。 

ア 水防団の設置（法第 5条） 

イ 水防団員等の公務災害補償（法第 6条の 2） 

ウ 平常時における河川等の巡視（法第 9条） 

エ 水位の通報（法第 12条第 1項） 

オ 浸水想定区域における円滑かつ迅速な避難の確保及び浸水の防止のための措置 

  （法第 15条） 

カ 避難確保計画を作成していない要配慮者利用施設の所有者又は管理者への必要な 

指示、指示に従わなかった旨の公表（法第 15条の 3） 

キ 要配慮者利用施設から避難確保計画作成又は避難訓練結果の報告を受けたとき、



- 120 - 

 

必要な助言又は勧告（法第 15条の 3） 

ク 浸水被害軽減地区の指定・公示及び通知、標識の設置、土地の形状変更の届出を 

受理した際の通知・届出者への助言又は勧告（法第 15条の６、法第 15条の７、 

法第 15条の８） 

ケ 予想される水災の危険の周知（法第 15条の 11） 

コ 水防団及び消防機関の出動準備又は出動（法第 17条） 

サ 緊急通行により損失を受けた者への損失の補償（法第 19条第 2項） 

シ 警戒区域の設定（法第 21条） 

ス 警察官の援助の要求（法第 22条） 

セ 他の水防管理者又は市町村長若しくは消防長への応援要請（法第 23条） 

ソ 堤防決壊等の通報、決壊後の措置（法第 25条、法第 26条） 

タ 公用負担により損失を受けた者への損失の補償（法第 28条第 3項） 

チ 避難のための立退きの指示（法第 29条） 

ツ 水防訓練の実施（法第 32条の 2） 

テ （指定水防管理団体）水防計画の作成及び要旨の公表（法第 33条第 1項及び第 3 

項） 

ト （指定水防管理団体）水防協議会の設置（法第 34条） 

ナ  水防協力団体の指定・公示（法第 36条） 

ニ 水防協力団体に対する監督等（法第 39条） 

ヌ 水防協力団体に対する情報の提供又は指導若しくは助言（法第 40 条） 

ネ 水防従事者に対する災害補償（法第 45条） 

ノ 消防事務との調整（法第 50条） 

 

(3) 国土交通省の責任 
ア 水防管理団体が行う水防への協力（河川法第 22条の２） 

イ 洪水予報の発表及び通知 

  （法第 10条第 2項、気象業務法第 14条の 2第 2項） 

ウ 量水標管理者からの水位の通報及び公表（法第 12条） 

エ 水位周知河川の水位到達情報の通知及び周知（法第 13条第 1項） 

オ 洪水予報又は水位到達情報の通知の関係市町村長への通知（法第 13条の 4） 

カ 洪水浸水想定区域の指定、公表及び通知（法第 14条） 

キ 大規模氾濫減災協議会の設置（法第 15条の 9） 

ク 水防警報の発表及び通知（法第 16条第 1項及び第 2項） 

ケ 重要河川における都道府県知事等に対する指示（法第 31条） 

コ 特定緊急水防活動（法第 32条） 

サ 水防協力団体に対する情報の提供又は指導若しくは助言（法第 40 条） 

シ 都道府県等に対する水防に関する勧告及び助言（法第 48条） 

 

(4) 河川管理者の責任 
ア 水防管理者に対する浸水被害軽減地区の指定及び市町村長に対する水害リスク情 

報の把握に関する情報提供及び助言（法第 15条の 12） 

 

(5) 気象庁の責任 
ア 気象、洪水の予報及び警報の発表及び通知 

（法第 10条第 1項、気象業務法第 14条の 2第 1項及び第 15条第 1項） 

イ 洪水予報の発表及び通知（法第 10条第 2項、法第 11条第 1項並びに 

気象業務法第 14条の 2第 2項及び第 3項） 
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(6) 居住者等の義務 
ア 水防への従事（法第 24条） 

イ 水防通信への協力（法第 27条） 

 

(7) 水防協力団体の義務 
ア 決壊の通報（法第 25条） 

イ 決壊後の処置（法第 26条） 

ウ 水防訓練の実施（法第 32条の 2） 

エ 業務の実施等（法第 36条、第 37条、第 38条） 

 

 

２ 県の水防組織 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 巡視警戒及び重要水防区域 
(1) 巡視及び警戒 

ア 平常時  

水防管理者、水防団長又は消防機関の長（以下この章において「水防管理者等」

という。）は、随時区域内の河川等を巡視し、水防上危険であると認められる箇所が

あるときは、直ちに当該河川等の管理者（以下「河川等の管理者」という。）に連絡

して必要な措置を求めるものとする。 

上記に係る連絡を受けた河川等の管理者は、必要な措置を行うとともに、措置状

況を水防管理者に報告するものとする。 

河川等の管理者が自ら行う巡視等において水防上危険であると認められる箇所を

発見した場合は、必要な措置を行うとともに、措置状況を水防管理者に報告するも

のとする。 

水防管理者等が、出水期前や洪水経過後などに、重要水防箇所又は洪水箇所、そ

の他必要と認める箇所の巡視を行う場合には、第 12章協力応援に定める河川管理者

の協力のほか、必要に応じて、河川等の管理者に立会又は共同で行うことを求める

ことができるものとする。この際、水防団員等が立会又は共同で行うことが望まし

い。 

水防本部長 知事 
指揮監 県土整備部長 
副指揮監 県土整備部理事 県土整備部技監 
指揮班 班長 治水課長 

副班長 砂防課長 
指揮監付 県土整備部理事 県土整備部次長 県土整備部総括技術審査監 

県土整備総務課長 建設業対策室長 
用地課長 技術管理課長 道路整備課長 高速道路推進課長 
道路管理課長 都市計画課長 景観まちづくり室長 下水道室長 建築住宅課長 

住宅対策室長 営繕課長 新環状道路建設事務所長 
中部横断自動車道推進事務所長 流域下水道事務所長 

水防支部長 各建設事務所長 
ダム支部長 各ダム管理事務所長 

情報連絡担当

被害記録担当

ダ
ム
支
部

水
防
支
部

指揮監付

水
防
本
部
長

指
揮
監

副
指
揮
監

指
揮
班

指示担当
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イ 出水時   

水防管理者等は、県から非常配備体制が指令されたときは、河川等の監視及び警

戒をさらに厳重にし、水防計画に定める重要水防箇所を中心として巡視するものと

する。 

また、次の状態に注意し、異常を発見したときは直ちに水防作業を実施するとと

もに、所轄建設事務所長及び河川等の管理者に連絡し、所轄建設事務所長は水防本

部長に報告するものとする。ただし、堤防、ダムその他の施設が決壊したとき、又

は越水・溢水若しくは異常な漏水を発見したときは、第 10章 7節「決壊・漏水等の

通報及びその後の措置」を講じなければならない。 

①堤防から水があふれるおそれのある箇所の水位の上昇 

②堤防の上端の亀裂又は沈下 

③川側堤防斜面で水当りの強い場所の亀裂又は欠け崩れ 

④居住地側堤防斜面の漏水又は飽水のよる亀裂及び欠け崩れ 

⑤排・取水門の両軸又は底部よりの漏水と扉の締まり具合 

⑥橋梁その他の構造物と堤防との取り付け部分の異状 

水防管理者等は、区域内の河川等を随時巡視し、水防上危険と認められる箇所が

あるときは、直ちに管理者に連絡して必要な措置を求める。 

 (2) 重要水防区域 

土石流危険区域は資料のとおり(重要水防区域は水防計画による) 

 

４ 資機材の整備及び輸送 
(1) 資機材の整備 

指定水防管理団体の重要水防区域内の水防倉庫の備蓄資機材基準は次のとおりであ

る。 

品   目 数  量 品 目 数 量 品 目 数 量 品 目 数 量 

８番鉄線 6,000ｍ つるはし 3 丁 は し ご 1 丁 鎌 5 丁 

10 番鉄線 5,000ｍ 継  莚 50 枚 バ ケ ツ 1 個 

 

照 明 灯
 

（携帯用）
 

 

5 丁 

12 番鉄線 4,000ｍ 蛇  籠 30 本 掛  矢 3 丁 鉈 5 丁 

ワイヤー 300ｍ 丸  太 

長 5.0ｍ 
30 本 

未口 30㎝ 
一 輪 車 3 台 鋸 5 丁 

空 俵 等 300 俵 〃 

〃 4.0ｍ 
30 本 

〃  10㎝ 

麻  縄 200 本 ペ ン チ 3 丁 

莚 300 枚 〃 

〃 5.5ｍ 

30 本 

〃  12 ㎝ 
詰  石 若干 足 場 板 2 枚 

鋤  廉 10 丁 〃 

〃 2.0ｍ 
100 本 

〃  10㎝ 

予 備 士 若干 照明器具 若干 

スコップ 10 丁 机、椅子 1 式 かすがい 50 本 

ワイヤー
 

カッター
 

 

2 丁 

 

(2) 輸送の確保 
   非常の際、水防資器材、作業員その他の輸送を確保するため、各建設事務所長は、
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管内水防管理団体との輸送経路及び水防管理団体相互間の輸送計画をあらゆる事態を

考慮して樹立しておくものとする。 

   また水防管理団体は、管内の重要水防区域においてあらゆる状況を推定して次のよ

うな輸送経路図を作成して所轄建設事務所長に提出しておくものとする。       

 

ア 付近略図に道路幅員その他通路のわかる輸送網図  

イ 万一に備えた多角的輸送路の選定図 

                                    

５ 通信連絡 
(1) 水防本部の通信連絡 

水防上の必要な情報は、次の手段による。 

第１連絡  県防災行政無線 

第２連絡  ＮＴＴ電話 

第３連絡  警察電話 

第４連絡  警察超短波無線 

第５連絡  ＪＲ専用電話 

第６連絡  電報 

第７連絡  自動車・鉄道 

第８連絡  自転車 

第９連絡  徒歩 

(2) 水防管理団体の通信連絡 

水防管理団体は迅速に通信連絡を図るとともに電話不通時に備えての対策を講じて

おくものとする。 

水防管理団体は水防団体及び消防機関等との連絡のため、NTT加入電話（所有者）ま

たは有線放送等を水防時に利用することを協定し非常通話ができるよう措置しておく

ものとする。 

 (3) 放送通信施設の利用を必要とするもの 

次の事項につき必要なときは、放送局に対し一般放送を要請する。 

ア 気象台が行う洪水警報、国土交通省又は県と気象台が共同して行う洪水予報及び

国土交通省が行う水防警報 

イ 県水防本部が緊急に水防管理団体に対して発する出動の指示 

ウ 県水防本部が住民に対し避難を開始する必要がある旨を告げる警報 

エ 国土交通省又は県が氾濫状況、氾濫予想区域を県民―般に知らせる発表 
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水防管理団体　連絡先一覧

市町村名 ＮＴＴ電話 ＮＴＴFAX 洪水予報 水位周知 洪水予報 水位周知

1 甲府市
まちづくり部まち整備室
道路河川課

（水防管理団体） 055-237-5842 055-227-8067

市長直轄組織
危機管理室防災企画課

（避難指示発令担当） 055-237-5331 055-237-9911

2 山梨市 防災危機管理課 （水防管理団体） 0553-22-1111 0553-23-2800
防災危機管理課 （避難指示発令担当） 0553-22-1111 0553-23-2800

3 韮崎市 （水防管理団体） 0551-22-1111 0551-22-8479
（避難指示発令担当） 0551-22-1111 0551-22-8479

4 南アルプス市 道路整備課 055-282-6368 055-282-6319
消防課 055-282-7214 055-282-6495
防災危機管理課 （避難指示発令担当） 055-282-6494 055-282-1112

5 北杜市 建設部道路河川課 （水防管理団体） 0551-42-1323 0551-42-1122
総務部消防防災課 （避難指示発令担当） 0551-42-1323 0551-42-1122

6 甲斐市 （水防管理団体） 055-278-1676 055-278-2047
（避難指示発令担当） 055-278-1676 055-278-2047

7 笛吹市
建設部
土木課

（水防管理団体） 055-261-3333 055-261-3335

総務部　防災危機管理課
消防防災担当

（避難指示発令担当） 055-261-3361 055-262-4115

8 甲州市 （水防管理団体） 0553-32-5041 0553-32-1818
（避難指示発令担当） 0553-32-5041 0553-32-1818

9 中央市 （水防管理団体） 055-274-8519 055-274-7130
（避難指示発令担当） 055-274-8519 055-274-7130

10 市川三郷町
土木整備課
公共土木係

055-272-6090 055-272-5601

防災課
防災防犯係

055-272-1175 055-272-2525

防災課
防災防犯係

（避難指示発令担当） 055-272-1175 055-272-2525

11 身延町
建設課
公共土木担当

（水防管理団体） 0556-42-4808 0556-42-2127

交通防災課
交通防災担当

（避難指示発令担当） 0556-42-4809 0556-42-2127

12 南部町 建設課 （水防管理団体） 0556-66-3408 0556-66-2190
交通防災課 （避難指示発令担当） 0556-66-3417 同上

13 富士川町 （水防管理団体） 0556-22-7218 0556-22-7218
（避難指示発令担当） 0556-22-7218 0556-22-7218

14 昭和町 （水防管理団体） 055-275-8412 055-275-5250
（避難指示発令担当） 055-275-8154 055-275-2109

15 上野原市 建設課　管理担当 （水防管理団体） 0554-62-3123 0554-62-1086
危機管理室　危機管理担当 （避難指示発令担当） 0554-62-3145 0554-62-5333

16 大月市 建設課 （水防管理団体） 0554-20-1839 0554-20-1533
総務管理課 （避難指示発令担当） 0554-23-8008 0554-23-1216

17 都留市 総務課危機管理担当 （水防管理団体） 0554-46-0111 0554-43-5049
総務課危機管理担当 （避難指示発令担当） 0554-46-0111 0554-43-5049

18 西桂町 建設水道課 （水防管理団体） 0555-25-2121 0555-20-2015
総務課 （避難指示発令担当） 0555-25-2121 0555-20-2015

19 富士吉田市 （水防管理団体） 0555-22-1111 0555-22-1030
（避難指示発令担当） 0555-22-1111 0555-22-1030

20 忍野村 建設課 （水防管理団体） 0555-84-7793 0555-84-7805
総務課 （避難指示発令担当） 0555-84-7791 0555-84-3717

21 山中湖村 村土整備課　建設係 （水防管理団体） 0555-62-9975 0555-62-0827
総務課　危機管理係 （避難指示発令担当） 0555-62-1111 0555-62-3088

〇

〇

〇

〇

安全対策課 〇

〇

企画財政課 〇 ○

〇

〇

〇

防災課 〇 〇

〇 〇

（水防管理団体）
〇

総務課
行政・防災担当

○

危機管理課 〇 〇 〇

防災危機管理監
防災危機管理課

〇 〇 〇 〇

〇 〇 〇

（水防管理団体）
〇 〇 〇

〇

〇 〇 ○

総務課 〇 〇 〇

国直轄河川 県管理河川
担当部課名

〇 〇 〇
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(055) 272-1919 (055) 283-0119   (0551) 22-0119

（注）地域における防災気象情報の利用を促進し、気象災害による被害の防止・軽減によ
り一層貢献するため、インターネットを活用したシステムにより県市町村や防災関係機関
等に提供している補助伝達手段である。

（055）222－1190

甲府地区広域行政
事務組合消防本部

峡 南 広 域 行 政
組 合 消 防 本 部

南 ア ル プ ス 市
消 防 本 部

峡北広域行政事務
組合消防本部

昭和町 （055）275-8412

南 部 町 (0556) 66-2111 身 延 町 (0556) 42-2111

南アルプス市 （055）282-6368(055-282-1111)

甲斐市 （055）278-1676(055-276-2111)

身 延 町 (0556) 42-2111 富士川町 (0556) 22-1111 北 杜 市 (0551) 42-1111
中央市 （055）274-8519(065-274-1111)

早 川 町 (0556) 45-2511 市川三郷町 (055) 272-1101 甲 府 市 （055）237-5331(055-237-1161) 韮 崎 市 (0551) 22-1111

 （0556）62-9063
（防） 9-368-7050

 （055）240-4129
（防）9-340-7002

 （055）224-1668
（防）9-208-7002

 （0551）23-
3066
 (防) 9-400-

　(055) 232-1111
（防）9-220-1067

    （055）287-2006
   （防）9-220-1121

Ｆ Ｍ 富 士
　(055)228-6969
（防）9-220-1068

身

延

支

所

水

防

支

部

峡

南

建

設

事

務

所

水
　
防
　
支
　
部

峡
南
建
設
事
務
所

水
　
防
　
支
　
部

中
北
建
設
事
務
所

峡

北

支

所

水

防

支

部

中

北

建

設

事

務

所

荒
川
ダ
ム
支
部

（防） 防災行政無線 （055）255-2148
（防）9-220-1058

Ｙ Ｂ Ｓ
　(055) 231-3000
（防）9-220-1066

Ｕ Ｔ Ｙ

警 察 本 部
警 備 第 二 課

無 線 電 話
（055）221-0110
（防）9-200-8797

オ ン ラ イ ン
Ｎ Ｈ Ｋ
甲 府 放 送 局

水 防 連 絡

防災情報提供システ
ム
（インターネット）
（注）

防 災 局
防 災 危 機 管 理 課 （055）223-1432

（防）9-200-2509・2510ＮＴＴ加入電話
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（055）261－0119

通 信 網 図

気 象 庁
甲 府 地 方 気 象 台

(055) 222-2347
（防）9-250-34

河川情報センター

東京　03-3239-5661
国 土 交 通 省
甲府河川国道事務所

水　防　本　部

（ 治　水　課 ）

（055）253-5683 直
通

048(600)1419直通
048(600)1947直通
048(600)1482直通
048(600)1903直通

企 業 局 電 気 課

ダ

ム

支

部

広

瀬

・

琴

川

深
城
ダ
ム
支
部

水

　
防

　
支

　
部

富

士

・

東

部

建

設

事

務

所

吉

田

支

所

水

防

支

部

富

士

・

東

部

建

設

事

務

所

（0553）39-2411
（広瀬ダム）

（防）9-220-1119

(055)237-1111（代）
　内線5954
(055)223-5389(直)
(防)9-200-5954

大
門
・
塩
川
ダ
ム
支
部

水
　
防
　
支
　
部

峡
東
建
設
事
務
所

(055) 237-1111（代）
内線 7303
(055) 223-1551（直）
(防)　9-200-7303

（0551）47-3799
（大門ダム）

（防）9-220-1123
（0554） 24-7062 （0553）20-2715

（防）9-300-7002
  （0554）22-7815
（防）9-440-7002

(0555) 24-9044
(防)9-430-7002

笛 吹 市 (055) 262-4111 甲 州 市 (0553) 32-2111 都留市 (0554) 43-1111 富士吉田市 (0555) 22-1111

道志村 (0554) 52-2111

大月市 (0554) 22-2111

山 梨 市 (0553)22-1111

西桂町 (0555) 25-2121

上野原市 (0554) 62-3111

忍野村 (0555) 84-3111

(0555) 72-1111

小菅村 (0428) 87-0111 山中湖村 (0555) 62-1111

鳴沢村 (0555) 85-2311

笛 吹 市
消 防 本 部

東山梨行政事務組合
東 山 梨 消 防 本 部

大 月 市
消 防 本 部

上 野 原 市
消 防 本 部

丹波山村

都 留 市
消 防 本 部

 (0553) 32-0119 (0554)22-0119 (0554)62-4112 (0554)43-2341 (0555) 22-0119

富士五湖広域行政事務
組合富士五湖消防本部

陸上自衛隊北富士
駐屯地東部方面特

科連隊

 （0555）84-3135
（防）9-220-1051

国土交通省
　関東地方整備局
　　災害対策室
　　　河川部　水災害予報センター
　　　　　　　水災害対策センター
　　　　　　　地域河川課

山梨県東部消防指令センター

(0554)45-0119

(0428) 88-0211

富士河口湖町
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６ 国土交通省と気象庁が共同で行う洪水予報 

 国土交通大臣は指定した富士川（釜無川を含む）と笛吹川について、気象庁長官と共同して

河川の増水や氾濫などに対する水防活動の判断や、住民の避難行動の参考となるように区間を

決めて水位を示した洪水予報を行う。洪水予報の発表については国土交通省関東地方整備局甲

府河川国道事務所長と甲府地方気象台長が共同して行うものとする。次に示す計画に基づき水

位を示して水防上の洪水予報を発表する。 

 
 
（１） 洪水予報を行う河川名及びその区域 

河 川 名 実施区域 洪水予報基準地点 

富士川 
（釜無川を含

む） 

左 岸 山梨県韮崎市水神一丁目 
      4621 番 4 地先 武田橋上流端から海まで 
右 岸 山梨県韮崎市神山町鍋山 
      字釜無河原 218番 169地先 武田橋上流端から
海まで 

船 山 橋 
清 水 端 
南  部 

笛吹川 

左 岸 山梨県山梨市大字七日市場字上川窪1233－1番地先 
        岩手橋上流端から富士川への合流点まで 
右 岸 山梨県山梨市大字東字御堂渕 453 番地先 
        岩手橋上流端から富士川への合流点まで 

石  和 

 

 

（２） 洪水予報の対象となる基準地点と基準水位 

河川名 観測所名 
水防団待機水位 

レベル１水位 

氾濫注意水位 

レベル２水位 

避難判断水位 

レベル３水位 

氾濫危険水位 

レベル４水位 

富士川 

（釜無川

を含む） 

 

船山橋 ふなやまばし 1.50ｍ 2.00ｍ 2.00ｍ 2.20ｍ 

清水端 しみずばた 3.00ｍ 3.40ｍ 6.50ｍ 7.20ｍ 

南 部 な ん ぶ 2.50ｍ 3.80ｍ 4.20ｍ 4.90ｍ 

笛吹川 石和 い さ わ 1.50ｍ 2.00ｍ 2.90ｍ 3.30ｍ 

 

 
（３） 洪水予報の担当官署 
予 報 区 域 名 担 当 官 署 

富  士  川（釜無川を含む）
 

甲府河川国道事務所、甲府地方気象台、静岡地方気象台 

笛 吹 川 甲府河川国道事務所、甲府地方気象台 
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（４） 洪水予報の発表及び解除の基準 

種類 標題 発表基準 

「洪水警報(発表)」

又は「洪水警報」 

「氾濫発生情報」又は

「氾濫発生情報（氾濫

水の予報 ）」 

・氾濫が発生したとき 

・氾濫が継続しているとき 

「氾濫危険情報」 ・急激な水位上昇によりまもなく氾濫危険水位を超え、

さらに水位の上昇が見込まれるとき※ 

・氾濫危険水位に到達したとき 

・氾濫危険水位を超える状態が継続しているとき 

「氾濫警戒情報」 ・氾濫危険水位に到達すると見込まれるとき 

・避難判断水位に到達し、氾濫危険水位に到達すると

見込まれるとき 

・避難判断水位に到達し、さらに水位の上昇が見込ま

れるとき 

・氾濫危険情報を発表中に、氾濫危険水位を下回ったと

き（避難判断水位を下回った場合を除く） 

・避難判断水位を超える状態が継続しているとき（水位

の上昇の可能性がなくなった場合を除く） 

「洪水注意報(発表

)」又は 

「洪水注意報」 

「氾濫注意情報」 ・氾濫注意水位に到達し、さらに水位の上昇が見込ま

れるとき 

・氾濫注意水位以上で、かつ避難判断水位未満の状態

が継続しているとき 

・避難判断水位に到達したが、水位の上昇が見込まれ

ないとき 

「洪水注意報（警

報解除）」 

「氾濫注意情報 

(警戒情報解除）」 

・氾濫危険情報又は氾濫警戒情報を発表中に、避難判

断水位を下回った場合（氾濫注意水位を下回った場合

を除く） 

・氾濫警戒情報発表中に、水位の上昇が見込まれなく

なったとき（氾濫危険水位に達した場合を除く） 

「洪水注意報解除」 「氾濫注意情報解除」 ・氾濫発生情報※、氾濫警戒情報又は氾濫注意情報を発

表中に、氾濫注意水位を下回り、氾濫のおそれがなく

なったとき 
注：※は国土交通省と気象庁が共同で行う洪水予報にのみ適用する。 

  

－
３
０

－
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(5) 洪水予報の伝達経路及び手段 

 
 

 

対象河川 基準水位観測所

清水端

情報発信事務所 水防管理団体

富士川

船山橋

中北建設事務所 甲府市、南アルプス市、甲斐市、中央市、昭和町

中北建設事務所峡北支所 韮崎市

峡南建設事務所 市川三郷町

峡南建設事務所 市川三郷町、身延町

南部

峡南建設事務所 身延町

峡南建設事務所身延支所 南部町

笛吹川 石和

中北建設事務所 甲府市

峡東建設事務所 笛吹市
 

 

図－１ 山梨県水防支部（各建設事務所）から水防管理団体への周知系統図  
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７ 県と気象庁が共同して行う洪水予報 
  山梨県知事は気象庁と協議して指定した荒川と塩川について、気象庁長官と共同して河川の

増水や氾濫などに対する水防活動の判断や、住民の避難行動の参考となるように区間を決めて

水位を示した洪水予報を行う。洪水予報の発表については、山梨県中北建設事務所長と甲府地

方気象台長が共同して行うものとする。次に示す計画に基づき水位を示して水防上の洪水予報

を発表する。 

（１） 洪水予報を行う河川名及びその区域 
河川名 実施区域 洪水予報基準地点 

荒 川 
左 岸  山梨県甲府市飯田二丁目 46番地先から笛吹川合流点まで 

右 岸  山梨県甲府市下飯田一丁目 476番の１地先から笛吹川合流点まで 
荒川水位観測所 

塩 川 

左 岸  山梨県北杜市明野町上手字下反保 278番-1地先から 

山梨県甲斐市宇津谷字滝沢 5577番-1 地先まで 

右 岸  山梨県韮崎市中田町小田川字八ッ倉 923 番-4 地先から 

山梨県韮崎市本町四丁目 3125 番地先まで 

岩根橋水位観測所 

 

（２） 洪水予報の対象となる基準地点と基準水位 

河川名 観測所名 水防団待機水位 はん濫注意水位 避難判断水位 はん濫危険水位 

荒川 荒川 あらかわ 1.80ｍ 3.00ｍ 3.40ｍ 4.00ｍ 

塩川 岩根橋 いわねばし 0.80ｍ 1.70ｍ 2.10ｍ 2.50ｍ 

 

（３）  洪水予報の担当官署 

予報区域名 担当官署 

荒  川 山梨県中北建設事務所、甲府地方気象台 

塩  川 山梨県中北建設事務所峡北支所、甲府地方気象台 
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（４） 洪水予報の発表及び解除の基準 

種類 標題 発表基準 

「洪水警報(発

表)」又は 

「洪水警報」 

「氾濫発生情報」 

 

・氾濫が発生したとき 

・氾濫が継続しているとき 

「氾濫危険情報」 ・氾濫危険水位に到達したとき 

・氾濫危険水位を超える状態が継続しているとき 

「氾濫警戒情報」 ・氾濫危険水位に到達すると見込まれるとき 

・避難判断水位に到達し、氾濫危険水位に到達すると

見込まれるとき 

・避難判断水位に到達し、さらに水位の上昇が見込ま

れるとき 

・氾濫危険情報を発表中に、氾濫危険水位を下回ったと

き（避難判断水位を下回った場合を除く） 

・避難判断水位を超える状態が継続しているとき（水位

の上昇の可能性がなくなった場合を除く） 

「洪水注意報(

発表)」又は 

「洪水注意報」 

「氾濫注意情報」 ・氾濫注意水位に到達し、さらに水位の上昇が見込ま

れるとき 

・氾濫注意水位以上で、かつ避難判断水位未満の状態

が継続しているとき 

・避難判断水位に到達したが、水位の上昇が見込まれ

ないとき 

「洪水注意報

（警報解除）」 

「氾濫注意情報 

(警戒情報解除）」 

・氾濫危険情報又は氾濫警戒情報を発表中に、避難判

断水位を下回った場合（氾濫注意水位を下回った場合

を除く） 

・氾濫警戒情報発表中に、水位の上昇が見込まれなく

なったとき（氾濫危険水位に達した場合を除く） 

「洪水注意報解

除」 

「氾濫注意情報解除」 ・氾濫危険情報、氾濫警戒情報又は氾濫注意情報を発表

中に、氾濫注意水位を下回り、氾濫のおそれがなくな

ったとき 
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８ 国土交通省が行う水防警報 
（１） 水防警報を行う河川名、区域 

水防法第１６条に基き国土交通大臣が水防警報を行う指定河川及び区域は次のとおり

である。 

 

○富士川水系 

河川名 区                  域 

富士川 
（釜無川を含む）

 
左岸 山梨県韮崎市水神一丁目４６２１番 4 地先武田橋から県境まで 

右岸 山梨県韮崎市神山町鍋山字釜無河原 218 番 169 地先武田橋から県境まで 

支  川 
塩  川 

左岸 山梨県甲斐市大字宇津谷地先塩川橋から幹川合流点まで 
右岸 山梨県韮崎市本町四丁目 3125 番地先塩川橋から幹川合流点まで 

支  川 
御勅使川 

左岸 山梨県韮崎市龍岡町下條南割字西原 596 番 11 地先御勅使川橋から幹川合流

点まで 
右岸 同県南アルプス市六科地先御勅川橋から幹川合流点まで 

支  川 
笛 吹 川 

左岸 山梨県山梨市大字七日市場字上川窪 1233-1 地先岩手橋から幹川合流点まで 
右岸 同県同市大字東字御堂渕 453 番地先岩手橋から幹川合流点まで 

小 支 川 
重  川 

左岸 山梨県山梨市大字一町田中地先重川橋から笛吹川合流点まで 
右岸 同県同市大字下石森地先重川橋から笛吹川合流点まで 

小 支 川 
日  川 

左岸 山梨県笛吹市一宮町大字田中地先日川橋から笛吹川合流点まで 

右岸 同県山梨市大字一町田中地先日川橋から笛吹川合流点まで 

支  川 
早  川 

左岸 山梨県南巨摩郡身延町大字遅沢地先の早川橋から幹川合流点まで 
右岸 同県同郡身延町大字粟倉地先早川橋から幹川合流点まで 

 

（２） 水防警報の基準水位観測所 
警報の基準水位観測所及びその所在地、水防団待機水位、氾濫注意水位は次のとおりである。 

河川名 観測所

名 

水防団待機

水位 

氾濫注意水

位 

避難判断水

位 

氾濫危険水

位 

計画高水位 

笛吹川 

重川 

日川 

石和 1.50 2.00 2.90 3.30 4.14 

笛吹川 

濁川 

桃林橋 1.80 2.50   6.63 

釜無川 

塩川 

御勅使

川 

船山橋 1.50 2.00 2.00 2.20 3.29 

釜無川 浅原橋 4.30 4.60   5.95 

富士川 清水端 3.00 3.40 6.50 7.20 10.65 

富士川 

早川 

南部 2.50 3.80 4.20 4.90 8.18 
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凡     例 

専用電話 

加入電話 

洪水予報等作成システム 

防災行政無線 

 

（３） 水防警報の伝達経路及び手段 

 

ア 水防警報連絡系統図（基本形） 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 水防警報連絡系統図（協力形） 
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 (4) 水防警報の種類及び発表基準 

種類 内容 発表基準 

待機 １．不意の出水あるいは水位の再上昇等が予

想される場合に、状態に応じて直ちに水防機

関が出動できるように待機する必要がある旨

を警告するもの。 

２．水防機関の出動期間が長引くような場合

に出動人員を減らしてもさしつかえないが、

水防活動をやめることができない旨を警告す

るもの。 

気象予報・警報等及び河川状況により、特に必

要と認めるとき。 

準備 水防に関する情報連絡、水防資器材の整備、

水閘門機能等の点検、通信及び輸送の確保等

に努めるとともに水防機関に出動の準備をさ

せる必要がある旨を警告するもの。 

雨量、水位、流量その他の河川状況により、必

要と認めるとき。 

出動 水防機関が出動する必要がある旨を警告する

もの。 

洪水注意報により、または、水位、流量その他

の河川状況により氾濫注意水位を越えるおそ

れがあるとき。 

指示 水位、滞水時間、その他水防活動上必要な状

況を明示するとともに越水、漏水、法崩、亀

裂、その他河川状況により警戒を必要とする

事項を指摘して警告するもの。 

大雨・洪水警報・大雨特別警報等により、また

は、既に氾濫注意水位を越え、災害のおこるお

それがあるとき。 

解除 水防活動を必要とする出水状況が解消した旨

および当該基準水位観測所名による一連の水

防警報を解除する旨を通告するもの。 

氾濫注意水位以下に下降したとき、または氾濫

注意水位以上であっても水防作業を必要とす

る河川状況が解消したと認めるとき。 

地震による堤防の漏水、沈下等の場合又は、上記に準じて水防警報を発表する。 

 

図-1　山梨県水防支部（各建設事務所）から水防管理団体への周知系統図

対象河川 基準水位観測所

釜無川 浅原橋

富士川 清水端

船山橋

峡南建設事務所 富士川町、市川三郷町、身延町

富士川
早川

笛吹川
濁川

桃林橋

中北建設事務所 甲府市、中央市

峡南建設事務所

峡東建設事務所 山梨市、笛吹市
笛吹川
重川
日川

石和

中北建設事務所 南アルプス市、甲斐市、中央市、昭和町

南部

峡南建設事務所

釜無川
塩川

御勅使川

身延町

峡南建設事務所身延支所 南部町

情報発信事務所 水防管理団体

中北建設事務所 甲斐市、南アルプス市

中北建設事務所峡北支所 韮崎市

市川三郷町
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９ 山梨県が行う水防警報 
（１） 水防警報を行う河川名、区域 

 水防法 16 条（水防警報）の規定により、都道府県知事は、洪水により相当な損害を生ずるお

それがある河川を指定することが定められている。山梨県知事が指定する河川及び区域は次のと

おりである。 

水系 河川名 区域 

富士川 荒川 左岸 甲府市山宮町４８３番地先金石橋から笛吹川合流点まで 

右岸 甲斐市牛句８８番の１地先金石橋から笛吹川合流点まで 

塩川 左岸 北杜市明野町上神取１６６６番の１地先から甲斐市宇津谷

字滝沢５５７７番の１地先まで 

右岸 北杜市須玉町東向１０６８番の１地先から韮崎市本町四丁

目３１２５番地先まで 

相川 左岸 甲府市古府中町６０３３番の６地先から甲府市宝二丁目１

０２３番地先まで 

右岸 甲府市塚原町７番の２地先から甲府市飯田五丁目６５９番

地先まで 

濁川 左岸 甲府市宝一丁目７８番の２地先から甲府市下曽根町３３０

４番地の２地先まで 

右岸 甲府市宝一丁目７０番の１地先から甲府市大津町１８７１

番地の１地先まで 

平等川 左岸 山梨市山根３２０番の１地先から甲府市上曽根町１８３９

番地の３地先まで 

右岸 山梨市山根３４０番地先から甲府市小曲町１５０５番地先

まで 

滝戸川 左岸 甲府市中畑町１２３７番の１地先から中央市高部１０４９

番の２地先新滝戸川橋まで 

右岸 甲府市心経寺町７６番の２地先から中央市高部１９２２番

の４地先新滝戸川橋まで 

境川 左岸 笛吹市境川町藤垈８８５番地先から甲府市白井町９５０番

の４地先白井河原橋まで 

右岸 笛吹市境川町大窪７番の６地先から甲府市白井町２２８０

番の１地先白井河原橋まで 

坪川 左岸 南アルプス市上市之瀬１１７番の１地先から南アルプス市

川西７番の１地先まで 

右岸 南アルプス市上野２２６番の４地先から南巨摩郡富士川町

大椚８９６番の１地先まで 

滝沢川 左岸 南アルプス市桃園１６０１番の３地先から南アルプス市川

東４２番地先まで 

右岸 南アルプス市上宮地４７２番の４地先から南アルプス市川

西７番の１地先まで 

芦川 左岸 西八代郡市川三郷町上野４８１６番地先から西八代郡市川

三郷町市川大門２５４７番の１地先まで 

右岸 西八代郡市川三郷町上野３７９９番の１地先から西八代郡

市川三郷町市川大門３１１１番の２地先まで 

釜無川 左岸 北杜市白州町花水字花水２２４９番の３地先花水坂橋から

韮崎市水神一丁目４６２１番４地先武田橋まで 

右岸 北杜市白州町台ヶ原字花水３８０番の２２地先花水坂橋か
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ら韮崎市神山町鍋山字釜無河原２１８番１６９地先武田橋まで 

御勅使

川 

左岸 南アルプス市須澤字清水１７４番の１地先源堰堤から韮崎

市龍岡町下條南割字西原５９６番１１地先御勅使川橋まで 

右岸 南アルプス市駒場字東畑官有無番地地先源堰堤から南アル

プス市六科字北新田４４８番の１地先御勅使川橋まで 

重川 左岸 甲州市塩山上粟生野字長田１１６９番地先新千野橋から山

梨市歌田字北河原１１７９番の２地先重川橋まで 

右岸 甲州市塩山千野字下河原官有無番地地先新千野橋から山梨

市下石森字雲林５８４番の５地先重川橋まで 

日川 左岸 甲州市勝沼町上岩崎字狐原８４３番の１地先新祝橋から笛

吹市一宮町田中字山之神１３３番の３地先日川橋まで 

右岸 甲州市勝沼町勝沼字御所２５２０番の１０地先新祝橋から

山梨市一町田中字前田９１番の２地先日川橋まで 

鎌田川 左岸  甲斐市篠原字大冷間１１６３番地先から中央市今福字大角

６８７番の１地先まで 

右岸  甲斐市篠原字大冷間１１５５番の６地先から中央市今福字

大角６８７番の１地先まで 

貢川 左岸  甲斐市天狗沢字北河原３８９番の３地先から甲府市上石田

二丁目２７６５番の１地先まで 

右岸  甲斐市大久保字村前１５番地先から甲府市上石田二丁目８

４９番の１地先まで 

戸川 左岸  南巨摩郡富士川町大久保字茶新居５９０番の１地先から南

巨摩郡富士川町鰍沢字薄田３４０番の２０地先まで 

右岸  南巨摩郡富士川町小室字寺尾５７６５番の３地先から南巨

摩郡富士川町鰍沢字新地８３５番の８地先まで 

相模川 桂川 左岸 南都留郡山中湖村山中字梁尻１４２１番２５地先から上野

原市上野原字境川１４番地先まで 

右岸 南都留郡山中湖村山中字梁尻１４６５番１地先から上野原

市鶴島字廻り戸１３１番２地先まで 

宮川 左岸 富士吉田市松山字下水之入１８７７番地先から富士吉田市

富士見六丁目５９４４番１地先まで 

右岸 富士吉田市上吉田字下り山４６２７番地先から富士吉田市

下吉田東四丁目４６９１番１地先まで 

新名庄

川 

左岸 南都留郡忍野村内野字中村６６０番地先から南都留郡忍野

村忍草字下屋敷１７５番２地先まで 

右岸 南都留郡忍野村内野字内釜７６３番地先から南都留郡忍野

村忍草字下屋敷１７３番２地先まで 

 

 

 

(2) 水防警報の対象となる基準観測所 

水系 河川名 基準観測所

名 

水防団待機

水位 

氾濫注意

水位 

避難判断

水位 

氾濫危険

水位 

計画高 

水位 

富士川 荒川 荒川 1.80 3.00 3.40 4.00 4.00 

塩川 岩根橋 0.80 1.70 2.10 2.50 3.00 

相川 相川三之橋 0.80 1.50 1.60 1.90 2.60 

濁川 濁川 1.50 2.00 2.50 3.00 3.74 
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平等川 平等川 1.20 1.70 2.10 2.40 2.40 

滝戸川 下曽根 0.70 0.90 1.20 1.40 2.15 

境川 境川橋 0.90 1.20 1.40 1.60 3.10 

坪川 坪川 1.80 3.20 3.80 4.30 4.70 

滝沢川 小笠原橋 1.10 1.30 1.30 1.50 2.84 

芦川 芦川橋 0.50 0.80 1.30 1.40 2.10 

釜無川 
穴山橋 1.10 1.70 1.70 2.30 2.80 

国界橋 1.70 2.90 4.00 4.60 4.40 

御勅使

川 

御勅使上橋 1.60 2.00 2.00 2.80 4.60 

重川 
重川 0.70 1.20 1.40 1.60 1.70 

赤尾堰堤下 1.10 1.80 3.00 3.10 2.70 

日川 葡萄橋 0.80 1.40 2.40 2.80 2.10 

鎌田川 鎌田川 3.30 4.60 5.30 5.70 6.60 

貢川 貢川 1.40 2.10 2.40 2.70 2.90 

戸川 戸川橋 1.40 2.30 2.90 3.10 3.40 

相模川 桂川 桂川強瀬 1.60 2.80 3.60 4.20 4.20 

城南橋 1.50 2.00 3.60 4.00 4.00 

深山橋 1.40 2.10 2.20 2.60 3.00 

宮川 宮川橋 0.60 0.80 1.50 2.20 3.00 

新名庄

川 

鶴ヶ池橋 1.10 1.50 1.60 1.80 2.60 

 

 

(3) 水防警報の伝達経路及び手段 

 

 

 
 

 

 

 

 図－１ 富士川水系各河川の水防警報連絡系統図  
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図－１－１ 相模川水系各河川の水防警報連絡系統図  
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図-2 富士川水系各河川の水防本部（県）から水防管理者等への通知及び周知系統図 

対象河川

荒 川 　　甲府市、甲斐市、中央市間で相互に出水状況伝達

相 川

濁 川

平 等 川 　　甲府市、笛吹市、山梨市間で相互に出水状況伝達

※中北建設事務所へも連絡

滝 戸 川 　　甲府市と中央市間で相互に出水状況伝達

境 川 　　甲府市と笛吹市間で相互に出水状況伝達

※中北建設事務所へも連絡

坪 川

※峡南建設事務所へも連絡

滝 沢 川

※峡南建設事務所へも連絡

芦 川 　　中央市と市川三郷町間で相互に出水状況伝達

※中北建設事務所へも連絡

塩 川 　　北杜市と韮崎市間で相互に出水状況伝達

釜 無 川 　　北杜市と韮崎市間で相互に出水状況伝達

御 勅 使
川

　　韮崎市と南アルプス市間で相互に出水状況伝達

※峡北支所へも連絡

重 川 　　山梨市と笛吹市間で相互に出水状況伝達

日 川 　　山梨市、笛吹市、甲州市間で相互に出水状況伝達

鎌 田 川 　　甲府市、甲斐市、中央市、昭和町間で相互に出水状況伝達

※峡北支所へも連絡

貢 川 　　甲府市、甲斐市、中央市、昭和町間で相互に出水状況伝達

戸 川

情報発信事務所 伝達先 市町間の連絡（必要に応じて）

中北建設事務所 甲府市、甲斐市、
中央市

中北建設事務所 甲府市

中北建設事務所 甲府市

峡東建設事務所 甲府市、笛吹市、
山梨市

中北建設事務所 甲府市、中央市

峡東建設事務所 甲府市、笛吹市

中北建設事務所
南アルプス市、富士川町 　　南アルプス市と富士川町間で相互に出水状況伝達

中北建設事務所 南アルプス市、中央市、
富士川町

　　南アルプス市、中央市、富士川町間で相互に出水状況伝達

峡南建設事務所 中央市、市川三郷町

甲府市、甲斐市、
中央市、昭和町

峡北支所 北杜市、韮崎市

峡北支所 北杜市、韮崎市

中北建設事務所 韮崎市、南アルプス市

中北建設事務所
甲府市、甲斐市、
中央市、昭和町

峡南建設事務所 富士川町

峡東建設事務所 山梨市、笛吹市

峡東建設事務所 山梨市、笛吹市、甲州市

中北建設事務所
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(4) 水防警報の種類及び発表基準 

種類 内容 発表基準 

待機 １．不意の出水あるいは水位の再上昇等が予

想される場合に、状態に応じて直ちに水防機

関が出動できるように待機する必要がある旨

を警告するもの。 

２．水防機関の出動期間が長引くような場合

に出動人員を減らしてもさしつかえないが、

水防活動をやめることができない旨を警告す

るもの。 

気象予報・警報等及び河川状況により、特に必

要と認めるとき。 

準備 水防に関する情報連絡、水防資器材の整備、

水閘門機能等の点検、通信及び輸送の確保等

に努めるとともに水防機関に出動の準備をさ

せる必要がある旨を警告するもの。 

雨量、水位、流量その他の河川状況により、必

要と認めるとき。 

出動 水防機関が出動する必要がある旨を警告する

もの。 

大雨・洪水注意報等により、または、水位、流

量その他の河川状況により、氾濫注意水位（警

戒水位）を越えるおそれがあるとき。 

解除 水防活動を必要とする出水状況が解消した旨

および当該基準水位観測所名による一連の水

防警報を解除する旨を通告するもの。 

氾濫注意水位（警戒水位）以下に下降したとき、

また、氾濫注意水位（警戒水位）以上であって

も水防作業を必要とする河川状況が解消した

と認めるとき。 

情報 雨量・水位の状況、水位予測、河川・流域の

状況等、水防活動上必要と認められるもの。 

状況により必要と認めるとき。 

 

 

 

 

 

図－２－１ 相模川水系各河川の水防本部（県）から水防管理者等への通知及び周知系統図 
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１０ 国土交通省が行う水位到達情報の通知 

 
(1) 水位到達情報の通知を行う河川名、区域 

河川名 区域 

塩川 左岸 山梨県甲斐市大字宇津谷地先塩川橋から幹川合流点まで 

右岸 山梨県韮崎市本町四丁目3125番地先塩川橋から幹川合流点ま

で 

御勅使川 左岸 山梨県韮崎市龍岡町下條南割字西原596番11地先御勅使川橋か

ら幹川合流点まで 

右岸 同県南アルプス市六科地御勅使川橋から幹川合流点まで 

重川 左岸 山梨県山梨市大字一町田中地先重川橋から笛吹川合流点まで 

右岸 同県同市大字下石森地先重川橋から笛吹川合流点まで 

日川 左岸 山梨県笛吹市一宮町大字田中地先日川橋から笛吹川合流点ま

で 

右岸 同県山梨市大字一町田中地先日川橋から笛吹川合流点まで 

早川 左岸 山梨県南巨摩郡身延町大字遅沢地先の早川橋から幹川合流点

まで 

右岸  同県同郡身延町大字粟倉地先早川橋から幹川合流点まで 

 

 

 (2) 水位到達情報の通知の対象となる基準地点と基準水位 

河川名 観測所名 氾濫注意水位 

(通報水位) 

避難判断水位

(警戒水位) 

氾濫危険水位 

(洪水特別警戒水位) 

塩川 金剛地 (6.60) 7.60 7.80 

御勅使川 堀切 (1.30) 1.80 2.00 

重川 重川 (1.80) 1.90 2.20 

日川 日川 (2.40) 4.20 4.70 

早川 早川 (-0.20) 3.50 4.37 

注）氾濫注意水位（通報水位）の（）内の数字は、水防警報発令の参考値である。 

 

(3) 水位到達情報の伝達経路及び手段 

 

 

   

 
 

図－１ 富士川水系塩川、御勅使川、重川、日川、早川の氾濫危険水位の水位情報連絡系統図  
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１１ 県が行う水位到達情報の通知 
 

(1) 水位到達情報の通知を行う河川名、区域 

水系名 河川名 区域 

富士川 相川 左岸 甲府市古府中町６０３３番の６地先から甲府市宝二丁目１０

２３番地先まで 

右岸 甲府市塚原町７番の２地先から甲府市飯田五丁目６５９番地

先まで 

濁川 左岸 甲府市宝一丁目７８番の２地先から甲府市下曽根町３３０４

番地の２地先まで 

右岸 甲府市宝一丁目７０番の１地先から甲府市大津町１８７１番

地の１地先まで 

平等川 左岸 山梨市山根３２０番の１地先から甲府市上曽根町１８３９番

地の３地先まで 

右岸 山梨市山根３４０番地先から甲府市小曲町１５０５番地先ま

で 

滝戸川 左岸 甲府市中畑町１２３７番の１地先から中央市高部１０４９番

の２地先新滝戸川橋まで 

右岸 甲府市心経寺町７６番の２地先から中央市高部１９２２番の

４地先新滝戸川橋まで 

境川 左岸 笛吹市境川町藤垈８８５番地先から甲府市白井町９５０番の

４地先白井河原橋まで 

右岸 笛吹市境川町大窪７番の６地先から甲府市白井町２２８０番

の１地先白井河原橋まで 

坪川 左岸 南アルプス市上市之瀬１１７番の１地先から南アルプス市川

西７番の１地先まで 

塩 川

御 勅 使 川

日 川

重 川

早 川

水防本部（治水課）

中北建設事務所
　〃　  峡北支所

水防本部（治水課） 韮崎市、南アルプス市

水防本部（治水課）

中北建設事務所
　〃　  峡北支所

峡東建設事務所

峡東建設事務所

峡南建設事務所

山梨市

身延町

韮崎市、甲斐市

山梨市、笛吹市水防本部（治水課）

水防本部（治水課）

図－２ 富士川水系塩川・御勅使川・日川・重川・早川の氾濫危険水位の水防本部の県から水防管理者等への通知及び周知系統図

報道機関名

電話番号

FAX番号 ０５５－２２８－１１２８ ０５５－２５３－６８２７

０５５－２５５－２１１３ ０５５－２２５－１１７１

０５５－２２５－１１９０

０５５－２５１－７１１１０５５－２２８－６９６９

０５５－２５４－５８２７

０５５－２３１－３２３２

０５５－２３１－３１５７

０５５－２３２－１１１４

０５５－２３７－４４２３

NHK
（甲府放送局）

山梨放送 エフエム甲府エフエム富士 甲府CATVテレビ山梨

図－２ 富士川水系塩川・御勅使川・日川・重川・早川の氾濫危険水位の水防本部の県から水防管理者等への通知及び周知系統図  

表－１ 報道機関電話番号 

中北建設事務所 

中北建設事務所 

峡北支所 

甲斐市 

韮崎市 

韮崎市 

中北建設事務所 

中北建設事務所 

峡北支所 

甲斐市 

韮崎市 

韮崎市 日 川

重 川

早 川

塩 川 水防本部（治水課）

中北建設事務所
峡北支所

韮崎市

御 勅 使 川 水防本部（治水課）

水防本部（治水課）

水防本部（治水課）

中北建設事務所

南アルプス市中北建設事務所

峡東建設事務所

峡東建設事務所

甲斐市

身延町

中北建設事務所
峡北支所

韮崎市

山梨市、笛吹市水防本部（治水課）

峡南建設事務所

山梨市

中北建設事務所 

中北建設事務所 

中北建設事務所 

峡北支所 

中北建設事務所 

峡北支所 

甲斐市 

韮崎市 

韮崎市 

南アルプス市 
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右岸 南アルプス市上野２２６番の４地先から南巨摩郡富士川町大

椚８９６番の１地先まで 

滝沢川 左岸 南アルプス市桃園１６０１番の３地先から南アルプス市川東

４２番地先まで 

右岸 南アルプス市上宮地４７２番の４地先から南アルプス市川西

７番の１地先まで 

芦川 左岸 西八代郡市川三郷町上野４８１６番地先から西八代郡市川三

郷町市川大門２５４７番の１地先まで 

右岸 西八代郡市川三郷町上野３７９９番の１地先から西八代郡市

川三郷町市川大門３１１１番の２地先まで 

釜無川 左岸 北杜市白州町花水字花水２２４９番の３地先花水坂橋から韮

崎市水神一丁目４６２１番４地先武田橋まで 

右岸 北杜市白州町台ヶ原字花水３８０番の２２地先花水坂橋から

韮崎市神山町鍋山字釜無河原２１８番１６９地先武田橋まで 

御勅使

川 

左岸 南アルプス市須澤字清水１７４番の１地先源堰堤から韮崎市

龍岡町下條南割字西原５９６番１１地先御勅使川橋まで 

右岸 南アルプス市駒場字東畑官有無番地地先源堰堤から南アルプ

ス市六科字北新田４４８番の１地先御勅使川橋まで 

重川 左岸 甲州市塩山上粟生野字長田１１６９番地先新千野橋から山梨

市歌田字北河原１１７９番の２地先重川橋まで 

右岸 甲州市塩山千野字下河原官有無番地地先新千野橋から山梨市

下石森字雲林５８４番の５地先重川橋まで 

日川 左岸 甲州市勝沼町上岩崎字狐原８４３番の１地先新祝橋から笛吹

市一宮町田中字山之神１３３番の３地先日川橋まで 

右岸 甲州市勝沼町勝沼字御所２５２０番の１０地先新祝橋から山

梨市一町田中字前田９１番の２地先日川橋まで 

鎌田川 左岸  甲斐市篠原字大冷間１１６３番地先から中央市今福字大角６

８７番の１地先まで 

右岸  甲斐市篠原字大冷間１１５５番の６地先から中央市今福字大

角６８７番の１地先まで 

貢川 左岸  甲斐市天狗沢字北河原３８９番の３地先から甲府市上石田二

丁目２７６５番の１地先まで 

右岸  甲斐市大久保字村前１５番地先から甲府市上石田二丁目８４

９番の１地先まで 

戸川 左岸  南巨摩郡富士川町大久保字茶新居５９０番の１地先から南巨

摩郡富士川町鰍沢字薄田３４０番の２０地先まで 

右岸  南巨摩郡富士川町小室字寺尾５７６５番の３地先から南巨摩

郡富士川町鰍沢字新地８３５番の８地先まで 

相模川 桂川 左岸 南都留郡山中湖村山中字梁尻１４２１番２５地先から上野原

市上野原字境川１４番地先まで 

右岸 南都留郡山中湖村山中字梁尻１４６５番１地先から上野原市

鶴島字廻り戸１３１番２地先まで 
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宮川 左岸 富士吉田市松山字下水之入１８７７番地先から富士吉田市富

士見六丁目５９４４番１地先まで 

右岸 富士吉田市上吉田字下り山４６２７番地先から富士吉田市下

吉田東四丁目４６９１番１地先まで 

新名庄

川 

左岸 南都留郡忍野村内野字中村６６０番地先から南都留郡忍野村

忍草字下屋敷１７５番２地先まで 

右岸 南都留郡忍野村内野字内釜７６３番地先から南都留郡忍野村

忍草字下屋敷１７３番２地先まで 

 

 

(2) 水位到達情報の通知の対象となる基準地点と基準水位 

水系 河川名 観測所名 水防団待機水

位 

(通報水位) 

氾濫注意水

位 

(警戒水位) 

避難判断水位 

(洪水特別警戒水

位) 

氾濫危険水

位 

富士川 相川 相川三之橋 0.80 1.50 1.60 1.90 

濁川 濁川 1.50 2.00 2.50 3.00 

平等川 平等川 1.20 1.70 2.10 2.40 

滝戸川 下曽根 0.70 0.90 1.20 1.40 

境川 境川橋 0.90 1.20 1.40 1.60 

坪川 坪川 1.80 3.20 3.80 4.30 

滝沢川 小笠原橋 1.10 1.30 1.30 1.50 

芦川 芦川橋 0.50 0.80 1.30 1.40 

釜無川 
穴山橋 1.10 1.70 1.70 2.30 

国界橋 1.70 2.90 4.00 4.60 

御勅使

川 

御勅使上橋 1.60 2.00 2.00 2.80 

重川 
重川 0.70 1.20 1.40 1.60 

赤尾堰堤下 1.10 1.80 3.00 3.10 

日川 葡萄橋 0.80 1.40 2.40 2.80 

鎌田川 鎌田川 3.30 4.60 5.30 5.70 

貢川 貢川 1.40 2.10 2.40 2.70 

戸川 戸川橋 1.40 2.30 2.90 3.10 

相模川 桂川 桂川強瀬 1.60 2.80 3.60 4.20 

城南橋 1.50 2.00 3.60 4.00 

深山橋 1.40 2.10 2.20 2.60 

宮川 宮川橋 0.60 0.80 1.50 2.20 

新名庄

川 

鶴ヶ池橋 1.10 1.50 1.60 1.80 
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(3) 水位到達情報の伝達経路及び手段 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図－１ 各河川の水位到達情報連絡系統図  
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 図－２ 各河川の水防支部（県）から水防管理団体への通知及び周知系統図 
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FAX 番号 

報道機関名 NHK 
（甲府放送局） エフエム甲府 

電話番号 

山梨放送 テレビ山梨 エフエム富士 甲府 CATV 

表－１ 報道機関電話番号 


